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支援を活用しコロナ禍を乗り越える新規開業企業
 ―2016年開業企業を対象としたパネル調査の分析結果―
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バックナンバーは下記サイトでお読みになれます。
https://www.jfc.go.jp/n/findings/tyousa_gttupou.html

定期購読（無料）をご希望の方は、
日本政策金融公庫総合研究所小企業研究第二グループ（03-3270-1691）までご連絡ください。

　日本政策金融公庫総合研究所は、経営者や家族だけで稼働する生業的な企業から株式上場を目前にしたハイ
テクベンチャー企業まで、さまざまな中小企業を研究対象とする総合的な研究機関です。アンケート調査や
ヒアリング調査など多くの中小企業をお客さまとする日本公庫ならではのフィールドワークを基礎に、専門性・
独自性・先進性に富む研究活動を展開しています。

　本誌『調査月報』は、日本政策金融公庫総合研究所による中小企業に関する調査研究の成果を、わかりやすく
タイムリーに発信している調査研究雑誌です。
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　わたしは認知科学の分野でかれこれ40年ほど研究を続

けてきました。認知と聞くとおそらく「認知症」という

言葉を連想するかもしれません。しかし、ここでいう認

知とは思考も含めた心の働き全般を指しています。

　さて、最近「認知バイアス」という言葉をよく聞くよ

うになりました。バイアスはゆがみや偏りを意味します。

ですので、認知バイアスとはわたしたちの心の働きのゆ

がみや偏りを指す言葉です。

　認知バイアスはものすごい数があります。2020年にわ

たしが書いた『認知バイアス―心に潜むふしぎな働き』で

は1ダース程度に収めましたが、この何倍もの数のバイ

アスを挙げている本は何冊もあります。そういう次第で、

これらをすべて紹介するわけにはいきませんので、ここ

では多くの読者の方々の大事な仕事になっているはずの

「人物評価」にかかわるバイアスを取り上げたいと思い

ます。

　例えば大事な会議に遅刻してきた新入社員がいたとし

ましょう。当然ですが、「ばかじゃないか」「だらしな

い」などの思いが自然に湧いてくると思います。では自

分が会議に遅刻したときはどうでしょうか。「俺はばか

人物評価にみる
認知バイアス
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だ、だらしない」と考える人はぐっと少なくなると思い

ます。「道が混んでいたからだ」「きのうは遅くまで仕

事をして疲れていたからだ」などの理由を考えるのでは

ないでしょうか。

　ここには「対応バイアス」が働いています。何かの出

来事の原因は、その当事者の性格や能力などの内面にあ

る場合、それが起きた状況にある場合、そしてその二つ

が絡み合った場合の3通り考えられます。このとき、他

人の失敗はその人の能力（ばか）や性格（だらしない）

のせいとされる一方、自分の失敗は状況のせい（道が混ん

でいた等）にしがちなのです。これが逆になるのは、

何か良いことがあったときです。自分が成功したときに

は自分の内面のおかげだと考え、他人が成功したときに

は偶然、運などの外的なものをその原因と考えます。

　こうした考えが生み出されるとさらにまずい事態が訪

れます。「こいつはばかなやつだ」と考えてしまうと、

その人の行動のばかな側面に無意識的に注意が向いてし

まうのです。これは「確証バイアス」と呼ばれる心の働

きです。このバイアスが働くと、その人がドジを踏んだ

場面を多く目撃することになり、印象はさらに確信的に

なります。こうなるとその人への態度が冷たくなったり

厳しくなったりするので、その人は焦ったり慌てたりし

てしまい、さらにドジを踏む回数が増えます。それを見

て「やっぱりな」と思ってしまうのです。これは「予言

の自己成就」と呼ばれています。

　対応バイアスや確証バイアスは個人だけではなく、出

身校や出身地、世代、性など個人が所属する集団へと拡

張されることもあります。「この頃の若い連中は……」

とか「やっぱり女は……」などといったものです。後者

は「ジェンダー・バイアス」とも呼ばれます。これらは

明らかに差別や偏見につながりますし、本来その人がも

つ能力を十全に発揮することを妨げてしまいます。

　どうしたら人物評価にかかわるこれらのバイアスを克

服できるのでしょうか。残念ながら絶対という方法はあ

りません。ただ、少なくとも一人で評価しないことは重

要です。複数の人が評価にかかわれば多くの着眼点を得

ることができ、対応バイアスや確証バイアスにまみれた

極端な評価による影響を減じることができるからです。

導入にはコストがかかりますし、それなりのデメリット

もありますが、トライする価値はあると思います。

　1958年生まれ。東京大学大学院博士課程満期退学。博士（教育学）。現在、青山学院大学教育人間科学部教
育学科教授。思考を含む高次認知過程の研究に従事。元日本認知科学会会長、同会フェロー。著書に『教養と
しての認知科学』（東京大学出版会、2016年）、『類似と思考 改訂版』（ちくま学芸文庫、2020年）、『認知バイア
ス―心に潜むふしぎな働き』（講談社ブルーバックス、2020年）など。

青山学院大学教育人間科学部教育学科 教授

鈴木 宏昭　 SUZUKI Hiroaki
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支援を活用しコロナ禍を乗り越える新規開業企業
―2016年開業企業を対象としたパネル調査の分析結果―

　2020年に生じた新型コロナウイルス感染症の世界規模での流行は、企業による経済活動を一変さ

せるほどの大きなショックを引き起こした。他人との交流や会食はもとより、移動や外出などにも

制限がかけられ、飲食店や宿泊業など対面型の事業を営む企業を中心に、多くの企業が経営に打撃

を受けた。影響はもちろん新規開業企業にも及んでいる。

　本リポートでは、2016年に開業した企業を対象に実施した新規開業パネル調査の結果をもとに、

コロナ禍が新規開業企業の経営にどのような影響をもたらしたかをみていきたい。

総合研究所 主席研究員　井上 考二
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追跡調査でコロナ禍前後の変化を分析

　日本政策金融公庫総合研究所では「新規開業パネル調

査」を2001年度から実施している。パネル調査とは同一

の対象に継続して調査を行う調査手法であり、新規開業

パネル調査は、その名のとおり開業したばかりの企業を

対象としている。これまでに、2001年に開業した企業を

第1コーホート、2006年に開業した企業を第2コーホー

ト、2011年に開業した企業を第3コーホートとし、それ

ぞれ開業した年から5年間、年1回の頻度で調査を行い、

その分析結果を本誌や書籍などで発表してきた。第3コー

ホートの調査終了後は、2016年に開業した企業を対象

に第4コーホートとなる新規開業パネル調査を開始した。

本リポートは、この2016年度から2020年度にかけて実

施した第4コーホートの結果をもとに、コロナ禍によっ

て新規開業企業が受けた影響をみていきたい。

　新規開業企業におけるコロナ禍の影響については、

「2020年度新規開業実態調査」の結果を分析した本誌

2021年5月号の研究リポートで、80.2％の新規開業企業

がマイナスの影響を受け、月商や採算は2018年度や2019年

度の調査と比べて良くない企業が多いことが紹介され

ている。ただし、新規開業実態調査の調査対象は各年度

で異なるため、コロナ禍によって同一企業の業績がどの

ように変化したかといった点までは明らかにはできない。

　一方、同一の対象を追跡調査する新規開業パネル調査

では、調査期間中に発生した経済ショックによって調査

対象である新規開業企業にどのような経年変化が生じた

のか、その前後で実施された調査の結果から把握できる。

本リポートで焦点とするコロナ禍の影響については、

2019年度と2020年度の調査結果を比較し、その変化を

みればよいわけである。

　新規開業パネル調査（第4コーホート）の実施要領

は上記のとおりである。日本政策金融公庫国民生活事業

が2015年10月から2016年12月の間に融資した企業のな

かから、2016年に開業した企業10,122社を抽出し、第1回

の調査を実施した。調査時点は2016年12月末で、アン

ケートは2017年2月に行っている。そして2016年に開業

したと回答した企業で、不動産賃貸業を除いた3,517社

を第2回以降も調査する継続調査先とした。

　調査は2020年12月末を調査時点とする第5回まで毎

年実施し、第2回から第5回の調査では、調査対象企業

が存続しているか、廃業しているかを、別途調査してい

る。その際は次の3点のいずれかに該当している企業を

廃業と判断した。一つ目は事業の継続状況を尋ねたアン

ケートの設問に「すでにやめている」と回答した企業、

二つ目は日本政策金融公庫の支店が事業を行っていない

ことを確認した企業、三つ目は現地調査等によって事業

を行っていないことを確認した企業である。現地調査等

による確認は、アンケートの配布回収を依頼した㈱帝国

「新規開業パネル調査（第 4コーホート）」実施要領

調査対象 日本政策金融公庫国民生活事業の融資を受けて2016年に開業したと想定される企業10,122社に第1回アンケートを実施し、回答のあった企
業のうち2016年に開業したことが確認された企業3,517社（不動産賃貸業を除く）を継続調査先とした。

調査方法 2016年以降、毎年12月末を調査時点とし、翌年2月に継続調査先にアンケートを実施。発送と回収は郵送により行い、2020年12月末時点
まで5回のアンケートを実施した。

回答数 第1回調査：3,517社、第2回調査：2,104社、第3回調査：1,962社、第4回調査：1,950社、第5回調査：1,877社
（注）廃業企業は回答数から除く。

廃業の認定

本調査においては、以下の企業を廃業と認定した。
①事業の継続状況を尋ねたアンケートの設問に「すでにやめている」と回答した企業
②日本政策金融公庫の支店が事業を行っていないことを確認した企業
③現地調査等によって事業を行っていないことを確認した企業
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画が現実的で、ある程度の準備を経て開業した企業に限

られる。分析結果をみるうえでは、以上の点に留意する

必要がある。

順調に推移していた業績が悪化

　日本で新型コロナウイルスの感染者が初めて確認さ

れたのは2020年1月である。その後、第1波が襲来し、

4月7日に初めての緊急事態宣言が発出された後、5月

25日までにはすべて解除された。7月から8月にかけて

の第2波が収まった後は、Go ToトラベルやGo Toイー

トなど経済活動を刺激するための施策が展開された。し

かし、11月以降、第3波による感染急拡大があり、国内

の新規感染者数が8,000人を超えた2021年1月8日に

2回目の緊急事態宣言が発出された。

　こうしたコロナ禍の影響について、2020年末時点の

第5回調査で尋ねた結果をみると、「現在、大いにある」が

36.6％、「現在、少しある」が28.6％となっている（図－1）。

「以前は大いにあったが、現在はない」（7.3％）と「以

前は少しあったが、現在はない」（13.5％）を含めると

86.0％の企業がマイナスの影響を受けたと回答している。

　業種別では、「飲食店・宿泊業」が97.5％と最も高い

（図－2）。「教育・学習支援業」（96.6％）、「運輸業」（92.4％）、

「製造業」（91.7％）も9割を超えている。2020年度新規

開業実態調査の結果でも、これらの業種はマイナスの影

響を受けた割合が高かった。感染拡大を防ぐために人流

抑制や営業自粛要請などの対策がとられた結果、飲食店・

宿泊業や教育・学習支援業のように顧客や従業員など人

と接触を伴う業種は、多くの企業が影響を受けたようで

ある。また、運輸業は個人タクシーが多く含まれること、

製造業は海外からの原材料調達が滞ったことなどから、

影響を受けた割合が高くなったものと考えられる。

データバンクが観察した事業所の状況のほか、調査対象

の企業あるいは経営者がインターネット上で発信してい

るホームページやブログなどの情報を基にした。アンケー

トの回答を得られなかった調査対象についても、存続し

ているか廃業しているかを調査している点は、新規開業

パネル調査の特徴の一つである。

　なお、新規開業パネル調査の調査対象は、日本政策金

融公庫が融資した企業であるため、業務区域外である沖

縄県の企業は調査対象に含まれない。また、日本の新規

開業企業全体と比べて次のようなバイアスがある。第1

に、開業時あるいは開業した年に公庫の融資を必要とし

た企業という点である。開業費用を自己資金だけで用意

できた企業や、民間金融機関やベンチャーキャピタルな

どを利用し公庫からは借り入れしていない企業は含まれ

ない。第2に、融資審査を通過した点からみて、開業計

図－ 1　新型コロナウイルスのマイナスの影響の有無

資料：  日本政策金融公庫総合研究所「新規開業パネル調査」（第4コーホート） 
（以下同じ）

（注）1 nは集計対象数（以下同じ）。
　　 2 調査時点（2020年12月末）の影響を尋ねたもの。
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　マイナスの影響を受けた企業に、その内容を尋ねたと

ころ、「売り上げが予定より減った」が84.5％と最も多く、

「利益が予定より減った」が61.1％、「営業を一部自粛し

た（休業を除く）」が34.9％、「休業した」が24.5％と続

いている。売り上げの減少に関連する内容が多いなか、

「感染防止対策のための経費がかかった」（21.9％）や「原

材料・商品が手に入りにくくなった」（15.4％）のように

経費の支払いや仕入れなど事業を継続しようとする際に

直面した問題もみられた。

　こうしたマイナスの影響が業績にどのように影響し

たのか、5年間の業況と採算の変化をみてみよう。

　業況の変化をみると、「やや良い」の割合が2016年末

の44.5％から次第に高くなり、2019年末には54.6％と

なっている（図－3）。一方で「やや悪い」の割合は43.3％

から35.2％へと低下している。コロナ禍が発生した2020年

末は、それぞれ2016年末と同水準の42.2％、44.4％に戻っ

ている。「かなり悪い」も2020年末は11.0％と、2016年末

の9.5％より多い。採算の変化も、業況と同様に2016年

末から2019年末にかけて「黒字基調」の割合が50.9％か

ら76.1％へと徐々に高くなっていたが、2020年末には

62.8％に低下した（図－4）。

　業況、採算のいずれも2019年末までは順調に推移し

ていたが、2020年末に悪化している。2011年に開業した

企業を分析した第3コーホートの第5回調査の結果では、

ともに前年の水準を維持していることから、仮にコロナ禍

が発生していなければ、2020年末の業況や採算は2019年

末と同等の値になっていたものと思われる。コロナ禍に

よって水を差された形となっているわけだ。

　ただし、コロナ禍で廃業に至った企業はそれほど多く

はないようである。2016年末の第1回調査で継続調査先

とした3,517社について、2020年末までの存続廃業状況

をみてみると、89.7％の企業が「存続」、8.9％の企業が「廃

図－ 2　  新型コロナウイルスのマイナスの影響を受けた割合
（業種別）

図－ 3　業　況

（注）図－1の(注)2に同じ。

（注）第1回調査から第5回調査まで、すべて業況を回答した企業を集計。

建設業
（n=176) 79.5

91.7製造業
（n=72)

82.9情報通信業
（n=41)

92.4運輸業
（n=66)

82.4卸売業
（n=85)

84.0小売業
（n=187)

97.5飲食店・宿泊業
（n=283)

85.3医療・福祉
（n=333)

96.6教育・学習支援業
（n=58)

85.8個人向けサービス業
（n=331)

75.7事業所向けサービス業
（n=144)

75.0不動産業
（n=64)

63.6その他
（n=11)

(単位：％) (n=892)

第1回調査
(2016年末)

かなり良い
やや良い やや悪い

かなり
悪い

第2回調査
(2017年末)

第3回調査
(2018年末)

第4回調査
(2019年末)

第5回調査
(2020年末)

2.5

3.0

3.4

3.6

2.7

42.2 44.4 11.0

54.6 35.2 7.2

53.1 36.9 6.6

49.6 38.9 8.0

44.5 43.3 9.5

(単位：％)



（単位：％）
(n=3,517)

存　続 廃　業 存続廃業不明

第1回調査（基準）
（2016年末時点） 100.0 0.0 0.0

第2回調査
（2017年末時点） 97.5 2.2 0.3

第3回調査
（2018年末時点） 94.7 4.7 0.6

第4回調査
（2019年末時点） 92.1 7.0 0.9

第5回調査
（2020年末時点） 89.7 8.9 1.4

日本政策金融公庫 調査月報
Jun 2022 No.165

8

ると、2020年の倒産件数は7,773件で30年ぶりに8,000件

を下回った。各種の支援は中小企業の事業継続に大いに

役立ったことがうかがえる。

　業種別に2020年末までに廃業した企業の割合をみる

と、飲食店・宿泊業が14.7％と最も高く、次いで小売業

が13.2％、不動産業が12.1％、その他が12.0％、教育・

学習支援業が11.8％となっている（図－5）。飲食店・宿

泊業、小売業、教育・学習支援業は、過去のコーホートで

も廃業割合が高かった業種である。コロナ禍前の2019年

末時点の廃業割合でも、飲食店・宿泊業は12.3％と最

も高い。小売業も10.3％とその他の12.0％に次いで高い。

ただ、2019年末から2020年末にかけての増加幅をみる

と、飲食店・宿泊業は2.4ポイント、小売業は2.9ポイン

トで、全体の1.9ポイント（7.0％から8.9％）より大き

い。対面サービスを基本とする業種でコロナ禍の影響を

より大きく受けたといえるだろう。

　増加幅が最も大きいのは教育・学習支援業で、6.9％か

ら11.8％と4.9ポイント増加している。教育・学習支援

業は過去のコーホートでも廃業割合が高かった業種である

ため、どこまでがコロナ禍の影響であるかは慎重に検討す

る必要はあるものの、休講や受講人数の制限を余儀なくさ

れたり、教室のオンライン化に対応できなかったりした結

果、売り上げ回復のめどが立たず廃業を選択したケースも

業」となっている（表－1）。開業2年目の2017年末にお

ける「廃業」の割合は2.2％、3年目の2018年末では4.7％、

4年目の2019年末では7.0％で、2016年に開業してから

の各年の廃業割合の増加幅は、2.2ポイント、2.5ポイン

ト、2.3ポイント、1.9ポイントとなっており、最後の2020年

までの1年間はほかの年よりやや低い。

　2020年はコロナ禍の影響を受けた中小企業の資金繰

りを支えるために、補助金等の支給や特別融資が実施さ

れた。補助金等は、売り上げが半減した企業が対象の持

続化給付金をはじめ、従業員の雇用維持を図るための雇

用調整助成金、休業要請に応じた企業への休業協力金な

どである。特別融資は、コロナ禍で売り上げが減少した

企業に対して日本政策金融公庫や民間金融機関が実施す

るもので、一定の要件を満たしていれば実質無利子・無

担保で融資を受けられる。

　こうした支援策が実施された結果、廃業のペースが鈍っ

たものと推測される。実際、2020年はコロナ禍にもか

かわらず、わが国の企業倒産件数は例年より低水準となっ

ている。㈱東京商工リサーチ「全国企業倒産状況」によ

表－ 1　存続廃業状況図－ 4　採　算

（注）第1回調査から第5回調査まで、すべて採算を回答した企業を集計。

(単位：％)
(n=888)

黒字基調 赤字基調

第5回調査
(2020年末) 62.8 37.2

第4回調査
(2019年末) 76.1 23.9

第3回調査
(2018年末) 75.0 25.0

第2回調査
(2017年末) 70.7 29.3

第1回調査
(2016年末) 50.9 49.1
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あるのではないだろうか。不動産業も8.4％から12.1％と

3.7ポイント増加している。不要不急の外出を自粛する動き

のなかで事業所の新規開設や移転などが抑制された結果、

不動産仲介業が影響を受けたのではないかと思われる。

　

特別融資で借入残高が急増

　前節では、資金繰りを支えるために実施された補助金

等や特別融資がコロナ禍を要因とする廃業を減らした可

能性について述べた。では、どれだけの新規開業企業が、

これらの支援策を利用したのだろうか。

　第5回調査で、補助金等や特別融資の利用状況を尋ね

た結果をみると、いずれかの「補助金等」を利用した企

業の割合は83.9％であった（図－6）。特別融資について

は、日本政策金融公庫から借り入れた企業が44.2％、同

じく民間金融機関が24.9％となっており、「いずれかの

特別融資」を利用した企業の割合は58.1％となる。

　業種別にみると、「補助金等」を利用した割合が最も高

いのは飲食店・宿泊業で97.5％、同じく「特別融資」は

卸売業で82.4％である（表－2）。2番目は「補助金等」

と「特別融資」ともに不動産業でそれぞれ96.8％、76.6％、

3番目は同じく運輸業で92.5％、75.0％となっている。

　飲食店・宿泊業や運輸業は、前掲図－2でみたように、

コロナ禍でマイナスの影響を受けた割合が高い業種（そ

れぞれ97.5％、92.4％）である。しかし、補助金等や特

別融資の業種ごとの利用割合について、マイナスの影響

を受けた割合との相関係数を計算すると、補助金等の利

用割合は0.23、特別融資の利用割合は0.15となり、相関

があるとはいえない。

図－ 5　2019 年末と 2020 年末時点の廃業割合（業種別） 図－ 6　補助金等と特別融資を利用した企業の割合

（注）1   「補助金等」は、新型コロナウイルス感染症に関する補助金、助
成金、給付金、協力金を利用した企業の割合。

　　 2   「日本政策金融公庫」「民間金融機関」「地方自治体」「商工中金」は、
それぞれの新型コロナウイルス感染症に関する特別融資を利用
した企業の割合。

(単位：％)建設業
（n=343)

製造業
（n=132)

情報通信業
（n=91)

運輸業
（n=106)

卸売業
（n=165)

小売業
（n=380)

飲食店・宿泊業
（n=563)

4.4
5.2

6.1 
7.6 

5.5 
7.7 

5.7 
6.6 

6.1 
6.7 

10.3 
13.2 

5.4 
7.2 

6.9 
11.8 

4.4 
5.8 

5.4 
7.0 

2019年末
2020年末

8.4 
12.1 

12.0 
12.0 

7.0 
8.9 

12.3
14.7

医療・福祉
（n=594)

教育・学習支援業
（n=102)

個人向けサービス業
（n=652)

事業所向けサービス業
（n=257)

不動産業
（n=107)

その他
（n=25)

全　体
（n=3,517)

(単位：％)

いずれかの
特別融資を利用

58.1

補助金等
(n=1,836) 83.9

日本政策金融公庫
(n=1,866) 44.2

民間金融機関
(n=1,856) 24.9

地方自治体
(n=1,852) 8.0

商工中金
(n=1,850) 0.5



日本政策金融公庫 調査月報
Jun 2022 No.165

10

特別融資を利用したことから、過去のコーホートとは異

なる動きとなっている。過去のコーホートでは借入残高

の平均は徐々に増加しており、その内訳は、開業当初は

多かった日本政策金融公庫の借り入れが減少し、民間金

融機関からの借り入れに移行するというものであった。

　2016年開業企業における推移は図－7のとおりである。

平均が開業時の882.4万円から2018年末の1,010.3万円

まで増加し、2019年末は1010.0万円と横ばい、そして

2020年末は1,543.6万円と前年の約1.5倍に急増した。 

内訳をみると、日本政策金融公庫からの借入残高は、開業

時から2016年末に増加し（注1）、その後2019年末にかけて

減少している。ここまでは過去のコーホートと同様の動

きだが、2020年末には前年の511.8万円から718.9万円

に大きく増加した。民間金融機関からの借入残高は開業

時から一貫して増加しているが、2019年末から2020年末

の増加額は約280万円と、ほかの年と比べてかなり多い。

　一方で、補助金等と特別融資の相関係数を求めると

0.76となり、補助金等の利用割合が高い業種は特別融資

の利用割合も高い。断定的なことはいえないが、マイナ

スの影響には程度があり、経営への影響がより深刻な業

種でこれらの支援が利用された可能性が考えられる。卸

売業や不動産業は影響を受けた割合は全体より低いが、

影響を受けた企業のなかには営業自粛を求められた飲食

店・宿泊業などが取引先である企業も数多くあったはず

だ。業種全体として影響を受けた割合が低くても、取引

先が大きな影響を受けた一部の企業が積極的に支援を受

けようとしたのではないだろうか。実際、前述のように

不動産業の廃業は増えていた。

　続いて、開業時からの金融機関等からの借入残高の推

移をみると、6割弱の企業がコロナ禍に対処するための

表－ 2　  補助金等と特別融資を利用した企業の割合（業種別） 図－ 7　金融機関等からの借入残高（1企業当たり）

（注）1 図－6の（注）1に同じ。
　　 2   特別融資は、日本政策金融公庫、民間金融機関、地方自治体、

商工中金のいずれかの特別融資を利用した企業の割合。
　　 3   最も濃い網かけは最も割合が高い業種、次に濃い網かけは次に

割合が高い業種、薄い網かけは3番目に割合が高い業種。

（注）  第1回調査から第5回調査まで、すべて借入残高を回答した企業を
集計。

（単位：％）

補助金等 特別融資

建設業 88.4 63.5

製造業 86.1 63.9

情報通信業 78.9 61.0

運輸業 92.5 75.0

卸売業 85.7 82.4

小売業 72.0 48.9

飲食店・宿泊業 97.5 71.0

医療・福祉 85.5 48.7

教育・学習支援業 77.6 55.9

個人向けサービス業 76.8 48.1

事業所向けサービス業 72.7 50.7

不動産業 96.8 76.6

その他 80.0 54.5

全体（再掲） 83.9 58.1

(単位：万円)
(n=862)

日本政策
金融公庫

民間金融機関
地方自治体 (合　計)

第5回調査
(2020年末) (1,543.6 )86.2 738.5 718.9 

(882.4 )第1回調査
(開業時) 10.7 253.5 618.2 

(952.5 )第1回調査
(2016年末) 14.6 263.5 674.5 

第2回調査
(2017年末) (964.5 )26.9 341.9 595.7 

第3回調査
(2018年末) (1,010.3 )28.3 426.8 555.2 

第4回調査
(2019年末) (1,010.0 )40.9 457.2 511.8 
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　過去のコーホートとは異なるこうした推移は、実質無

利子・無担保の特別融資メニューが創設され、日本政策

金融公庫がセーフティネット機能を発揮したことに加え、

民間金融機関も同様の融資で中小企業の資金調達を支え

た結果といえるだろう。

人手不足に悩む企業は減少

　経営資源の乏しい新規開業企業は、さまざまな困難に

直面する。ただでさえ多くの問題に対応しなければなら

ない新規開業企業にとって、コロナ禍への対応は新たな

苦労をもたらすものであると思われる。

　経営上、苦労している点を複数回答で尋ねた結果をみ

ると、「特に苦労はしていない」と回答した割合は、2016

年末から2020年末にかけて順に15.9％、14.4％、14.5％、

15.7％、11.8％となっている（表－3）。2019年末までは

15％前後だったが、2020年末はやや低下している。コロ

ナ禍の影響によるものだと思われるが、低下幅は3.9ポ

イントとそれほど大きくはなかった。第5回調査では「新

型コロナウイルスへの対応ができていない」という選択

肢を新たに設けたが、その割合は5.5％で、ほかの項目と

比べて高いとはいえない結果であった。

　苦労している内容をみても、2020年末に極端に高く

なったものはないようである。例えば、2016年末に35.0％

で最も多い「顧客開拓・マーケティングがうまくいかな

い」は、2019年の27.3％を除けば、2017年以降はいずれ

の年も30％ほどである。2016年末に2番目に多い「従業

員の人数が不足している」は、2020年末は18.8％で前年

の27.9％から低下している。2011年に開業した企業を調

査した第3コーホートのパネル調査では、「従業員の人

数が不足している」の回答割合は、開業後に徐々に増加

表－ 3　経営上、苦労している点（複数回答）

（注）第1回調査から第5回調査まで、すべて経営上苦労している点を回答した企業を集計。

（単位：％）
（n=1,031）

第1回調査
（2016年末）

第2回調査
（2017年末）

第3回調査
（2018年末）

第4回調査
（2019年末）

第5回調査
（2020年末）

顧客開拓・マーケティングがうまくいかない 35.0 30.7 30.1 27.3 30.3

従業員の人数が不足している 21.0 27.8 28.4 27.9 18.8

経費（人件費、家賃、支払利息など）がかさんでいる 20.6 25.0 24.4 24.2 23.4

資金繰りが厳しい 18.2 19.4 19.6 17.2 16.3

必要な能力を持った従業員を採用できない 15.8 22.2 23.2 22.1 22.5

原価（仕入・外注費）がかさんでいる 15.6 18.6 17.0 17.7 15.7

受注単価・販売単価が安い 14.6 14.1 14.7 14.2 14.0

従業員をうまく育成できていない 9.5 11.5 11.8 13.4 13.7

財務管理・経費処理がうまくできていない 8.1 5.3 4.8 3.9 4.3

商品・サービスの開発がうまくいかない 5.6 6.5 8.1 8.0 9.3

金融機関からの借入が難しい 2.4 3.1 3.0 3.2 2.3

生産管理・品質管理がうまくいかない 1.5 2.5 2.7 2.7 2.9

新型コロナウイルスへの対応ができていない ― ― ― ― 5.5

その他 4.8 3.8 4.3 4.4 8.3

特に苦労はしていない 15.9 14.4 14.5 15.7 11.8
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企業の割合をみると、2016年の24.1％から、18.4％、

16.8％、13.6％と2019年まで減少傾向が続いたものの、

2020年は17.8％とやや増加している。相談した支援機関

をみてみると、2020年に相談割合が増えたのは、コロナ

禍への対応に関する相談が増えたためであることがうか

がえる。

　2020年に相談した支援機関は「税理士・公認会計士」

が47.4％と最も多く、「商工会・商工会議所」が41.6％、

「日本政策金融公庫」が23.1％、「民間金融機関」が22.5％

と続いている（表－4）。このうち、「商工会・商工会議所」

「日本政策金融公庫」「民間金融機関」は2020年に相談

割合が伸びた先である。「商工会・商工会議所」は2019

年の34.8％から2020年は41.6％に、「日本政策金融公庫」

は同じく13.6％から23.1％に、「民間金融機関」は9.8％

から22.5％になっている。いずれも補助金等や特別融資

に関する相談に対応している支援機関である。

しており、2011年末の18.3％から5年目の2015年末に

は28.7％となっている。通常は事業の拡大に伴って従業

員の確保が問題となるところ、コロナ禍で成長にブレー

キがかかって、人手の確保に関する問題の重要性が薄れ

たのだろう。

　また、コロナ禍によって売り上げが減少した企業は、

経費の支払いや資金繰りに苦労することになると思われ

るが、「経費（人件費、家賃、支払利息など）がかさんで

いる」は、毎年20％台前半の値で、2020年末が特に高い

というわけではない。「資金繰りが厳しい」は、2020年末

は16.3％で2019年末の17.2％から低下している。しか

し、これらの問題が生じなかったとは考えにくく、問題

は発生したが、何とか対応できたと考える方が自然では

ないだろうか。その際に手助けとなったのは、やはり補

助金等や特別融資といった公的支援だろう。

　各種の支援機関に経営について何らかの相談をした

表－ 4　相談した支援機関（複数回答）

（注）1 第1回調査から第5回調査まで、すべて支援機関への相談有無を回答した企業を集計。
　　 2 開業前は開業計画について、2016年から2020年は経営について、支援機関に相談したと回答した企業に尋ねたもの。

（単位：％）

第1回調査
（開業前）

第1回調査
（2016年）

第2回調査
（2017年）

第3回調査
（2018年）

第4回調査
（2019年）

第5回調査
（2020年）

地方自治体 8.9 5.1 2.2 1.8 2.3 4.6

商工会・商工会議所 43.1 41.7 36.9 33.7 34.8 41.6

ハローワーク（公共職業安定所） 3.1 5.1 3.4 4.3 2.3 1.2

日本政策金融公庫 54.2 18.7 14.5 11.0 13.6 23.1

信用保証協会 4.0 1.7 2.2 2.5 3.0 0.6

民間金融機関 12.9 9.8 13.4 11.0 9.8 22.5

税理士・公認会計士 28.9 48.9 52.0 56.4 55.3 47.4

中小企業診断士・経営コンサルタント 7.5 9.4 6.1 9.8 7.6 4.6

社会保険労務士 4.5 12.8 10.6 14.7 10.6 9.2

司法書士・行政書士 6.9 6.4 5.6 3.1 1.5 1.7

弁理士 0.2 0.4 0.6 1.2 0.0 0.0

フランチャイズ・チェーン本部 3.5 4.3 3.4 3.1 0.8 1.7

その他の支援機関 8.2 6.0 5.0 4.9 3.8 9.2

ｎ 550 235 179 163 132 173
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コロナ禍でも6割が開業に満足

　2016年に開業した企業はコロナ禍というかつてない

ショックにさらされて業績が悪化しながらも、支援策を

利用して事業を継続している。では、経営者の満足度は

どうなっているだろうか。満足度に影響を及ぼすであろ

う事業からの報酬と就業時間のデータとともに、開業の

満足度をみてみたい。

　まず経営者の1カ月当たりの事業からの報酬をみると、

2016年末は回答者の平均が27.4万円と開業直前の収入

の35.9万円を下回っている（図－8）。その後、2017年末

（35.5万円）と2018年末（38.9万円）は開業前と同程度

になり、2019年末は54.7万円と大きく増加したものの、

2020年末は48.8万円にやや減少している。回答の分布

をみると、「60万円以上」の割合は年々高くなっており、

2016年末の6.8％から2020年末は19.2％となっている。

基本的に事業からの報酬は増加傾向にあるといえるが、

低収入の経営者も一定割合存在する。また、2020年末で

は「0万円」「1万～20万円未満」が2019年末より増加

しており、コロナ禍によって収入減に見舞われた経営者

の存在もうかがえる。

　次に経営者の1週間当たりの就業時間をみると、いず

れの年も「55時間以上」が最も多いが、その割合は2017

年末の51.2％をピークに2018年末は50.9％、2019年末

は48.2％、2020年末は43.2％と徐々に低下している

（図－9）。過去のコーホートでも開業直後は就業時間が長く、

その後に少しずつ減っていくという傾向がみられる。事

業が軌道に乗って安定するようになると従業員も増加し、

経営者の就業時間は短くなると解釈できそうな結果だが、

2020年末については、コロナ禍による休業や営業自粛に

よって就業時間が減少した可能性も大いに考えられる。

図－ 8　経営者の 1カ月当たりの事業からの報酬 図－ 9　経営者の 1週間当たりの就業時間

（注）1 第1回調査（開業直前）は、開業する直前の勤務先での就業時間。
　　 2   第1回調査から第5回調査まで、すべて就業時間を回答した企業

を集計。

（注）1 第1回調査（開業直前）は、開業直前の収入。
　　 2   第1回調査から第5回調査まで、すべて事業からの報酬を回答し

た企業を集計。

(単位：％)
(n=845)35時間未満

35～45
時間未満

45～55
時間未満 55時間以上

(52.2時間)第1回調査
(開業直前) 34.4 38.522.2

(55.8時間)第1回調査
(2016年末) 28.0 49.816.16.0

(55.9時間)第2回調査
(2017年末) 26.9 51.214.87.1

(55.2時間)第3回調査
(2018年末) 25.8 50.916.37.0

(55.4時間)第4回調査
(2019年末) 28.9 48.215.47.6

(52.6時間)第5回調査
(2020年末) 26.9 43.220.29.7

4.9

(平　均)

(単位：％)

(平　均)

(n=730)0万円
１万～

20万円未満
20万～
40万円未満

40万～
60万円未満

60万円
以上

(35.9万円)第1回調査
(開業直前) 50.7 22.1 12.913.6

(27.4万円)第1回調査
(2016年末) 38.1 18.6 6.819.916.6

(35.5万円)第2回調査
(2017年末) 37.8 19.3 11.121.610.1

(38.9万円)第3回調査
(2018年末) 35.8 20.7 14.819.59.3

(54.7万円)第4回調査
(2019年末) 35.5 20.8 18.416.88.5

(48.8万円)第5回調査
(2020年末) 30.5 20.0 19.219.510.8

0.8
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る（図－11）。「やや不満」と「大いに不満」を合わせた

「不満」はわずか3.6％である。その後の「満足」の割合

は徐々に低下しており、特に2020年末は前年より12.7

ポイントも減っている。休業や営業自粛などを要請され

て思うように働けなかった経営者が、やりがいを感じら

れなくなったのではないだろうか。

　ワークライフバランスの満足度をみると、2016年末は

「大いに満足」と「やや満足」を合わせた「満足」が49.3％

と、「やや不満」と「大いに不満」を合わせた「不満」の

19.2％を上回っている（図－12）。その後の「満足」の推

移は、2017年末に37.4％に低下するも、2018年末以降は

40％前後の値が続いている。いずれの年も開業直前の

29.5％を上回る水準で、開業によってワークライフバラン

スが改善された人が少なくないと思われる。また、コ

ロナ禍でも「満足」の割合は低下していない。

　以上の満足度に関する結果をみると、収入と仕事のや

　こうした報酬と就業時間の動きを踏まえたうえで、開

業の満足度について、収入、仕事のやりがい、ワークラ

イフバランスの3点からみていこう。

　収入の満足度について、「大いに満足」と「やや満足」を

合わせた「満足」と、「やや不満」と「大いに不満」を合わ

せた「不満」を比べると、2016年末はそれぞれ25.1％、

40.8％となり、「不満」の方が多い（図－10）。2017年以降

も「不満」の割合は40％台が続き、20％台の「満足」より

多い傾向は変わらない。ただし、コロナ禍の2020年末 

は「満足」の割合は前年より5.0ポイント減り、「不満」の割

合は5.9ポイント増えている。前掲図－8でみたように2020年

末に事業からの報酬が減ってしまった人がいるためだろう。

　仕事のやりがいについては「満足」している人が多く、

その傾向は開業直後の2016年末で顕著に表れている。

2016年末の「大いに満足」と「やや満足」を合わせた「満

足」は87.3％と、開業直前の51.3％を大きく上回ってい

図－ 10　収入の満足度 図－ 11　仕事のやりがいの満足度

（注）  第1回調査から第5回調査まで、すべて仕事のやりがいの満足度を
回答した企業を集計。

（注）  第1回調査から第5回調査まで、すべて収入の満足度を回答した企
業を集計。

(単位：％)
(n=939)

大いに満足 やや満足
どちらとも
いえない

やや
不満

大いに
不満

第1回調査
(開業直前) 23.1 25.551.3

3.6

第1回調査
(2016年末) 9.187.3

第2回調査
(2017年末) 13.7 6.779.5

第3回調査
(2018年末) 15.5 6.278.3

第4回調査
(2019年末) 17.0 5.777.3

第5回調査
(2020年末) 22.9 12.664.6

(単位：％)
(n=946)

大いに満足
やや
満足

どちらとも
いえない

やや
不満

大いに
不満

第1回調査
(開業直前) 40.6 42.616.8

第1回調査
(2016年末) 34.1 40.825.1

第2回調査
(2017年末) 29.1 47.423.5

第3回調査
(2018年末) 28.2 46.825.0

第4回調査
(2019年末) 27.1 43.929.1

第5回調査
(2020年末) 26.1 49.824.1
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りがいの満足度は、いずれも2020年末は前年より「満

足」の割合が低下しており、コロナ禍による影響があっ

たことがうかがえる。ただし、低下したとはいっても、

仕事のやりがいは64.6％が「満足」と回答しており、多

くの経営者にとってコロナ禍は満足度に大きな変化をも

たらすものではなかったといえるだろう（注2）。

　

引き続き必要な支援を

　2016年に開業した企業の5年間の動向から、新規開業

企業におけるコロナ禍の影響をみてきた。同一の調査対

象を追跡調査する新規開業パネル調査を分析に用いたこ

とで、感染症の拡大で困難に直面した新規開業企業の実

態を多少なりともとらえることができた。

　その内容を整理すると次のとおりとなる。8割超の企

業がコロナ禍によるマイナスの影響を受け、順調に推移

していた業況や採算が2020年末の第5回調査では悪化

している。ただし、廃業に至った企業はそれほど多くは

ない。仕事のやりがいの満足度をみても、コロナ禍の影

響を受けたにもかかわらず、約6割が満足している。補

助金等や特別融資など資金繰りに関する支援策を利用し

てコロナ禍の影響に対処できたために、満足度への影響

が最小限に収まったのかもしれない。

　しかし、徐々に減少していた日本政策金融公庫からの

借入残高は2020年末に大きく増加した。民間金融機関

からの借入残高も2020年末に大きく伸びている。コロ

ナ禍で売り上げが減少し資金繰りに窮した企業を官民挙

げて支援した結果ではあるが、増加した借入金の返済が

今後の経営の負担となるおそれがある。コロナ禍の影響

を受けた企業については、引き続き経営状況を注視して、

資金繰りや販路開拓、新事業開発など必要な支援を行っ

ていくことが求められる。

　多くの新規開業企業がコロナ禍の影響を受けつつも、

廃業を選択することなく、各種の支援策を利用して事業

を継続している。新規開業企業は経営基盤が脆弱で外部

環境の影響を受けやすい存在であるが、その事業継続に

対する意欲は既存企業に負けないものがある。企業活動

の停滞を最小限に抑えて経済危機を乗り越えるためには、

日本経済の裾野を形成するこうした新規開業企業の存在

が欠かせないだろう。

　
（注1）  開業時から2016年末にかけて残高が増加しているのは、開業時に

融資を受けた企業だけではなく、開業後に融資を受けた企業も新
規開業パネル調査の調査対象に含まれるためである。

（注2）  新規開業パネル調査では総合的な開業の満足度も尋ねているが、「大
いに満足」と「やや満足」を合わせた「満足」の割合は、2019年
末は69.5％、2020年末は62.0％とコロナ禍でやや低下している
ものの、過半数が満足している。

図－ 12　ワークライフバランスの満足度

本リポートは「2016年に開業した企業の5年間の動向―「新
規開業パネル調査（第4コーホート）」結果から―」『日本政策金
融公庫論集』第54号（2022年2月）を再構成したものである。

（注）  第1回調査から第5回調査まで、すべてワークライフバランスの満
足度を回答した企業を集計。

(単位：％)
(n=932)

大いに
満足

やや
満足

どちらとも
いえない

やや
不満

大いに
不満

第1回調査
(開業直前) 37.4 33.129.5

第1回調査
(2016年末) 31.5 19.249.3

第2回調査
(2017年末) 35.4 27.337.4

第3回調査
(2018年末) 31.2 29.739.0

第4回調査
(2019年末) 29.8 29.240.9

第5回調査
(2020年末) 33.6 26.440.0



視覚障害者と社会をつなぐネイルサロン

ネイルが生み出す 
社会との接点

―ほかとは違うネイルサロンを経

営しているとうかがいました。

　視覚障害者向けのネイルサロンを

営んでいます。基本的に顧客の自宅

に出張して施術することが多いです

が、上尾市にあるわたしの自宅で施

術することもあります。

　爪の長さや形を整えたり表面を磨

いたりするネイルケアに加え、ジェ

ルネイルやマニキュア、爪に絵を描

くなどのネイルアートメニューもあ

ります。客単価は6,000～7,000円ほ

どで、一般的なサロンと同程度です。

―昔からネイリストになりたいと

考えていたのでしょうか。

　もともとネイリストを志望してい

たわけではありません。ですが、自

営業の両親を見て育ったため、幼い

頃から自分も自由に仕事がしたいと

思っていました。ただ何がしたいの

かは定まっておらず、仕方なく会社

勤めを続けているうちに30歳にな

り、このまま勤め人として一生が終

わってしまうと危機感を抱きました。

改めて自分の力でできる仕事がない

か考えたときに思いついたのが、ネ

イリストになることでした。昔から

絵を描くことは好きでしたし、ネイ

リストなら初期投資を抑えつつ独立

N
ネ イ ル

ail L
ル

e B
ブ ラ イ ユ

raille　代　表　佐藤 優子
　多くの人にとっては当たり前のことが、一部の人にとっては当たり前ではない 
ことがある。多数派に属する人がこのギャップに気づき、疑問を抱く機会は残念
ながら多くない。そして、そのギャップを埋めるビジネスを行う人の存在もまた、
あまり知られてはいない。
　ネイリストの佐藤優子さんは、視覚障害者をターゲットにしたネイルサロン
「Nail Le Braille」を営んでいる。ネイルアートは目で見て楽しむものという固定
観念を打破した佐藤さんに、事業の着想や工夫をうかがった。さとう ゆうこ

　群馬県伊勢崎市出身。貿易会
社に勤務する傍らネイリストの
資格を取得。大手のネイルサロンで
約１年勤務したのち2018年2月
に創業。

〈企業概要〉 
創　業
2018年
従業者数
1人
事業内容
ネイルサロン
所在地
埼玉県上尾市緑丘5-6-6
電話番号
080（3445）7733
URL
https://www.tenjinail.com
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としたのですが、途中で話が破談に

なってしまいました。

　差別化の計画が白紙になり困って

いたときに思いついたのが、視覚障

害者向けネイルです。目が悪くなっ

たことでうまく爪のケアができない

高齢者の姿を見て、視覚障害者も同

じ悩みがあるのではと考えたのです。

　当時、視覚障害者向けにネイルサ

ロンを営んでいる人はわたしが知る

限りいませんでした。ですが、ター

ゲットを絞ることに不安はありませ 

んでした。むしろ、誰もやっていな

いからこそやってみたい気持ちが強

かったですし、家族の支えも挑戦を

後押ししてくれました。こうして、

2019年10月に視覚障害者向けネイ

ルサロンを始めました。

―サービスを始めてからどんな反

応がありましたか。

　視覚障害者の皆さんからは思って

いた以上に良い反応がありました。

実際にやってみてわかったのは、ネ

イルケアだけでなくネイルアートの

需要がとても高いことです。

　全盲の場合、ネイルアートを施し

ても自分で見ることはできません。

ですが、周囲の人たちがネイルを見

て反応してくれます。子どもの授業

参観へ行くためにネイルをした方か

らは、普段なかなか話せないママ友

からネイルを褒められて、そこから

できると思ったからです。

　とはいえ、ネイリストとしての経

験はなかったので、会社に勤めなが

らネイルスクールに通って資格を取

得しました。それから大手ネイルサ

ロンで約1年勤務して経験を積み、

自宅をサロンとして整え、2018年

2月に念願の創業を果たしました。

―初めから視覚障害者をターゲッ

トにしていたのですか。

　そうではなく、創業当初は一般的

なネイルサロンでした。ただ、ネイ

ルサロンは開業が容易な分、競争が

とても激しい業界です。ほかと同じ

ことをやっているだけではなかなか

顧客が増えません。そこで何か差別

化を図ることにしました。

　最初に考えたのが高齢者向けネイ

ルです。年を重ねるほど爪が厚くな

り、目は悪くなるので、自分で爪を

切るのが難しい高齢者は多いのです。

病院や介護施設にいる場合はそこで

切ってもらえますが、そうでない高

齢者は爪を切るためにネイルサロン

に行く必要があります。足が不自由

な高齢者にとっては、爪を切るだけ

のことが大きな負担になります。

　実はネイルサロンを営む傍ら、介

護施設でネイルのボランティアをし

ていたので、高齢者向けネイルに需

要があることを肌で感じていました。

そこで訪問入浴の会社と提携しよう

話が弾んだと喜んでいただけました。

ネイルをすることで、周囲の人から

声をかけてもらえる機会が増えたと

感じる人は多いです。

　目が見えないと相手の位置がわか

らないので、視覚障害者は人と話し

たくても自分から話しかけにくいの

です。そんなとき、ネイルが会話の

きっかけになってくれるようです。

　

―ネイルが重要な役割を果たして

いるのですね。

　視覚障害者にとって、ネイルは社

会に溶け込むための道具です。ただ

残念ながら、普通のサロンでは対応

してもらえなかったり、盲導犬ユー

ザーの場合はほかの客がいないとき

に来てほしいと言われたりすること

が少なくありません。ネイルをした

くてもできない、そんなバリアが存

在しているのです。

　また、知人や付き合いのあるネイ

リストからは、目が見えない人にネ

イルをする必要があるのかと言われ

たこともありました。健常者は視覚

顧客に寄り添った施術が好評
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かくメイク技術を教わっても鏡を見

ることができないため、メイクがう

まくいっているかどうかを一人では

確かめられないのです。

　顧客からこうした声を聞いて、ス

マートフォンを使ったリモートメイ

クのサービスを始めました。眉毛が

きちんと描けているか、どの色のア

イシャドーを使うべきかなど、カメ

ラ越しに一つ一つ伝えています。す

べて言葉で説明しなければならない

ので大変ですが、社会的に意義のあ

るサービスだと思っています。

　

―顧客の抱えている悩みが新たな

サービスにつながったのですね。

　ネイルだけのつもりで始めた視覚

障害者向けサービスですが、話を聞

くうちにネイル以外でも力になれる

ことが多いと気づいたのです。

　もう一つ要望を受けて始めたサー

ビスが、白
は く じょう

デコレーションです。

視覚障害者は視覚に障害があること

を周囲に知らせるため、道路を通る

ときには白 を携行することが道路

交通法で義務づけられています。で

すが、後天的な視覚障害者を中心に、

白 を持つことに抵抗を感じる人が

少なくありません。どうせ持たなけ

ればいけないのなら、自信をもって

持てるものにしてほしいと頼まれた

のです。

　そこで、白 としての機能に問題

―施術面以外でも何か工夫してい

る点はありますか。

　不安を感じさせないよう、正しい

誘導方法を徹底しています。例えば

いすに座ってもらうときは、相手に

わたしの腕をつかんでもらいながら

案内するのが正しい方法です。これ

を知らないサロンの場合、良かれと

思って手を引っ張ったり背中を押し

たりしてしまい、怖い思いをさせて

しまいがちです。

　目が見えない状態で体の一部を他

人に任せるのは、とても勇気のいる

行為です。その勇気に応えるため、

こちらも正しい方法を学び、目が見

えない状態がどのようなものかを常

に想像しながら接客しています。こ

うして少しずつ信頼を積み上げるこ

とで、安心して任せてもらえる関係

をつくっています。

　

―ネイルのほかにも独自のサービ

スがあると聞きました。

　視覚障害者向けにリモートでメイ

クのサポートをしています。人前に

出るときはメイクをしなければと考

えるのは健常者も視覚障害者も同じ

ですし、社会的にはネイルにも増し

てメイクは重要です。

　近年、化粧品メーカーがCSR活動

の一環として、視覚障害者向けにメ

イク技術を教えるセミナーを開催す

るようになりました。ですが、せっ

障害者に対してこうした固定観念を

抱きがちですが、実は視覚障害者こ

そネイルを、おしゃれを一番したい

人たちだったのです。

顧客の声から 
生まれたサービス

―施術をするうえで気をつけてい

ることはありますか。

　色味やデザインについては、顧客

の目的や希望を聞いてこちらから提

案しています。会社用かよそ行き用

か、かわいい系かクール系かなど、

会話を通じてデザインをイメージし、

そのうえでなぜそのデザインにした

のかをきちんと説明します。

　また、施したネイルを言葉で正確

に伝えるようにしています。本人に

は見えなくても、後で周囲の目を通

じて答え合わせをされるので、色味

をいいかげんに伝えるわけにはいき

ません。視覚障害者は周囲の目を通

して自分の姿を確認しているので、

わたしも第三者の目線で判断した色

をそのまま伝えるようにしています。

　言葉で正確に伝えるためには語
ご

彙
い

力が必要です。ただし、おしゃれな

表現をすればよいわけではありま

せん。例えば赤色のネイルを「夕焼け

のような色」と説明しても、人によっ

てイメージする色が違います。答

え合わせを想定し、誰もが納得する

言葉で伝えなければいけません。
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のない範囲でデコレーションを施す

サービスを始めました。「スワロフス

キー」のストーンを使用した本格的

なデコレーションです。白 に対す

るイメージを少しでも明るいものに

できればと思っています。

おしゃれを当たり前に

―佐藤さんのお話をうかがって、

いろいろと気づかされました。

　身近に視覚障害者がいないと、ど

うしても固定観念を抱いてしまいが

ちです。わたしもこのサービスを始

めるまで視覚障害者とかかわったこ

とがなかったため、いつの間にか固

定観念を抱いていたと気づかされた

ことがありました。

　もともと視覚障害者といえば点字

だろうと思っていたので、フランス

の点字考案者ル・ブライユにちなん

だ店名にしたり、ネイルアートに点

字を取り入れたりしてみました。こ

れらは健常者からの受けが良い一方

で、視覚障害者からは思っていたよ

りも反応がありませんでした。なぜ

かというと、実は視覚障害者のうち

点字を読める人は1割程度しかいな

いうえ、読める人にとって点字はひ

らがなのような当たり前のものだっ

たからです。点字と縁のない健常者

の方が、かえって点字に特別感を抱

いているわけです。

　実際に接してみないと視覚障害者

が直面する課題には気づけないです

し、固定観念を打破することはでき

ません。当事者の声を聞いてニーズ

を拾うことがとても重要だと感じて

います。

―将来的に事業を拡大する予定は

ありますか。

　視覚障害者向けネイルサロンは一

般的なサロン以上に顧客との信頼関

係が重要です。そのため、信頼関係

を維持しながらわたし一人で拡大で

きる範囲には残念ながら限界があり

ます。ですので、Nail Le Brailleとし

てはこれからもわたしの手の届く範

囲で、顧客を大切にしながら続けて

いきたいと思っています。

　一方で、視覚障害者とかかわるう

ちに、いつ目が見えなくなっても怖

くない社会、誰もがおしゃれを楽し

める社会に変えたいと強く思うよう

になりました。そこで2019年に一般

社団法人日本視覚障がい者美容協会

を設立しました。法人では視覚障害

者向けネイリストの育成や社会への

啓発など、より多くの人を巻き込む

活動を行っています。

　これからも、自分の身近な顧客に

おしゃれを提供する個人事業と、社

会に広く訴えかけていく法人事業の

両輪で活動し、視覚障害者がおしゃ

れを当たり前に楽しめる社会の実現

を目指していきたいです。

聞き手から
　視覚障害者向けのネイルサロンは市場としては小さい一方、顧客と信頼関係を築く

ために相応のノウハウと継続的な接客が求められる。大手のサロンでそこまできめ細

やかな対応をするのは難しいため、小さな企業が活躍できる分野といえよう。

　ただし、ターゲットの絶対数が少ない市場での事業化は容易ではない。そこで佐藤

さんは、リモートメイクや白 デコレーションまでサービスを広げた。視覚障害者と

接するうちに、ネイルだけでなくおしゃれ全般にバリアがあると気づいたためだ。

　視覚障害者に限らず、いわゆるマイノリティの人々が直面している課題は広範にわ

たる。ターゲットの悩みとそれに対して提供できるサービスについて、次元を一段引

き上げて考えてみると、事業の可能性がさらに広がるかもしれない。 （原澤 大地）

白 をおしゃれにデコレーション
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再び悪化した小企業の業況
～全国中小企業動向調査・小企業編（2022年1－3月期実績、4－6月期見通し）結果～

　当研究所が2022年3月中旬に実施した「全国中小企業動向調査・小企業編」の結果を

みると、2022年1-3月期の小企業の業況判断DIは前期から低下した。前期は新型コロナ

ウイルスの感染状況が落ち着いたことで業況が持ち直したものの、足元ではオミクロン株の

感染拡大や原材料の調達難の影響を受けて再び悪化した。小企業の景況は、新型コロナウ

イルス感染症の影響により厳しい状況にある。

第82回

業況判断DIは低下

当研究所では、四半期に一度、従業者数が原則20人未

満の企業1万社を対象に「全国中小企業動向調査・小企

業編」（以下、本調査）を実施している。業況や売り上げ、

採算などの動向を尋ね、小企業の景況感を把握している。

本調査の代表的な指標である業況判断DI（業況が「良

い」企業割合－「悪い」企業割合）をみると、今期（2022年

1-3月期）は、前期（2021年10-12月期）から13.7ポイン

ト低下して-52.8となった（図－1）。水準は感染拡大

の第5波が到来した2021年7-9月期（-51.6）を下回っ

た。小企業の景況は、厳しい状況にある。

今期、小企業の業況を下押しした大きな要因は、新型

コロナウイルスの感染再拡大である。感染者数の推移を

振り返ると、前期は総じて感染状況が落ち着いており、

全国の1日当たり新規感染者数が100人を下回る日もあっ

た。しかし、2022年に入るとオミクロン株が広がり、

第6波が到来した。2月上旬のピーク時の感染者数は10

万人超と、第5波のピークの4倍ほどの人数である。濃

厚接触者も相当な数に上ったことで、社会経済活動の継

続が危ぶまれる事態になった。その後感染者数は減少に

転じたものの、そのペースは緩やかだった。こうしたな

か、1月9日以降に各地でまん延防止等重点措置が適用

され、一部の地域では3月21日まで続いた。外出や会合

を自粛する動きが広がり、飲食店に対しては営業時間の

短縮が要請された。

　原材料の調達難や価格上昇に拍車がかかったことも、

小企業の業況が悪化する要因となった。かねてより、新

型コロナウイルスの感染拡大に伴う世界的な生産や物流

の停滞などにより、原材料が手に入りづらい状況が続い

ている。加えて、今期はウクライナ情勢が事態を悪化さ

せた。原油や天然ガス、小麦の主要輸出国であるロシア

とウクライナの間で緊張が高まったことで、供給懸念が 
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高まった。2月24日のロシアによるウクライナ侵攻を受

けて、各国による経済制裁やロシア側の輸出規制、ロシ

ア上空の航空便往来制限などが実施されると、影響はさ

らに幅広い品目に広がった。

　こうしたなか、小企業にはどのような影響が及んだの

だろうか。業種別の動向をもとに確認していこう。

ほとんどの業種で業況が悪化

　業況判断DIの推移を八つの大分類業種に分けてみる

と、今期は七つの業種で低下した（表）。低下幅の大きい

業種から順に、その要因を詳しくみていこう。

飲食店・宿泊業は前期から34.0ポイント低下し、-82.9

となった。水準は2021年7-9月期と並んで、1987年4-6

月期の調査開始以来3番目に低い。人々が外出や会合を

自粛したり、飲食店が営業時間の短縮や休業を余儀なく

されたりしたことで、業況が大きく悪化した。

　卸売業は前期から16.3ポイント低下し、-51.4となっ

た。繊・衣・食と機械・建材に分けてみると、前者の低

下幅が大きい。飲食店・宿泊業向けに販売する食料品の

売り上げが落ち込んだほか、外出自粛の影響で衣類の販

売が振るわなかった。機械・建材関連は、工作機械や公

共工事の受注額は堅調に推移しているものの、商品の調

達難によるマイナスの影響が大きく、業況が悪化した。

　建設業は前期から11.6ポイント低下し、-30.1となっ

た。調査先からは、「半導体不足で給湯器や温水洗浄便座

などの住宅設備が入荷できず、受注が困難な状況である」

（リフォーム業）、「木材をはじめとして、全般的に材料

資料：  日本政策金融公庫総合研究所「全国中小企業動向調査・小企業編」
（以下、図－2まで同じ）

（注）1   業況判断DIは、調査対象企業の業況が「良い」と回答した企業割
合から「悪い」と回答した企業割合を差し引いた値（表も同じ）。

　　 2 　　は実績、　　は見通し（図－2も同じ）。
　　 3   △は景気の山、▼は景気の谷、シャドー部分は景気後退期を示す

（図－2も同じ）。 （注）網かけは、前期から低下した値。

図－ 1　業況判断DI の推移（全業種計） 表　業況判断DI の推移（業種別）

（単位：DI、ポイント）

2021年 2022年
今期
－
前期

1-3
月期

4-6
月期

7-9
月期

10-12
月期
（前期）

1-3
月期
（今期）

全業種計 -55.6 -50.0 -51.6 -39.1 -52.8 -13.7

製造業 -52.2 -43.6 -40.2 -29.8 -34.4 -4.6

金属・機械 -42.6 -30.3 -22.5 -14.5 -14.8 -0.3

その他製造 -58.3 -52.2 -51.6 -40.3 -47.7 -7.4

卸売業 -53.9 -49.0 -47.4 -35.1 -51.4 -16.3

繊・衣・食 -63.6 -58.5 -57.5 -39.8 -61.8 -22.0

機械・建材 -43.2 -37.5 -35.8 -30.0 -39.5 -9.5

小売業 -56.5 -52.8 -58.3 -47.9 -57.9 -10.0

耐久消費財 -26.8 -29.8 -37.9 -33.6 -47.7 -14.1

非耐久消費財 -62.0 -57.2 -62.4 -50.6 -60.0 -9.4

飲食店・宿泊業 -84.4 -82.7 -82.9 -48.9 -82.9 -34.0

サービス業 -54.7 -45.9 -47.9 -42.4 -52.2 -9.8

事業所向け -36.0 -31.5 -32.1 -25.2 -25.9 -0.7

個人向け -61.2 -50.4 -53.1 -48.0 -60.8 -12.8

情報通信業 -41.3 -29.9 -34.0 -37.2 -25.6 11.6

建設業 -23.3 -20.4 -22.4 -18.5 -30.1 -11.6

運輸業 -59.0 -50.6 -48.8 -41.6 -52.6 -11.0

道路貨物 -44.1 -39.1 -39.8 -37.9 -41.6 -3.7

道路旅客 -84.7 -76.0 -65.5 -48.1 -72.9 -24.8

（DI） （18/10）
△

（20/5）
▼

-52.2
(22/4-6見通し）

-39.1
(21/10-12）

-19.3
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の仕入価格が上がり、利益を圧迫している」（建築業）と

いったコメントが寄せられた。原材料の調達難や価格高

騰により大きなダメージを受けていることがうかがえる。

　運輸業は前期から11.0ポイント低下し、-52.6となっ

た。道路旅客が24.8ポイントと大きく低下している。外

出や会合の自粛により、タクシーやバスの利用客数が大

幅に減少した影響が出ている。他方、道路貨物の低下幅

は3.7ポイントと比較的小さい。機械関連の製造業が比

較的堅調で荷動きが活発であることに加えて、1月下旬

以降、補助金によりガソリン小売価格の上昇が抑えられ

ていることが、業況を下支えしているようだ。

　小売業は前期から10.0ポイント低下し、-57.9となっ

た。耐久消費財と非耐久消費財に分けてみると、前者の

低下幅が大きくなっている。外出自粛により小売業全般

で客足が遠のくなか、耐久消費財小売業では、半導体不

足や海外部品工場の生産停滞に伴う品不足も重荷となり、

DIが大きく低下した。

　サービス業は前期から9.8ポイント低下し、-52.2となっ

た。理容業や美容業など個人向けサービス業で低下幅

が大きい。飲食店・宿泊業と同様、感染者数の増加によ

り客足が遠のいた影響が色濃く出た。

　製造業は前期から4.6ポイント低下し、-34.4となった。

食料品やプラスチック・ゴム製品など、その他製造で大

きく低下している。食料品は、飲食店・宿泊業の業況悪

化により需要が減少したことで打撃を受けた。プラスチッ

ク・ゴム製品は、他業種の業況悪化に伴う包装資材の

需要減少や、原油の値上がりによる仕入価格上昇が経営

を圧迫した。他方、金属・機械のDIはほぼ横ばいである。

工作機械受注が堅調に推移していることが、原材料価格

高騰によるマイナスの影響を相殺したと考えられる。

　なお、今回の調査では飲食店やサービス業の調査先を

中心に、「従業員がPCR検査で陽性になり出勤できなく

なったため、人手不足で一時休業せざるを得なくなった」

（うどん店）、「自分自身が濃厚接触者になり、休業した

ことで売り上げが減少した」（理容業）など、感染拡大に

伴う出勤停止の影響を指摘するコメントが多数寄せられ

た。こうした声は、前期まではほとんどみられなかった

ものである。小企業はもともとスタッフが少ない分、社

内で感染者や濃厚接触者が出たときの影響が大きかった

と考えられる。

　大半の業種で業況が悪化した一方、情報通信業は唯一

業況が改善した。情報通信業のDIは前期から11.6ポイン

ト上昇し、-25.6となった。前期に感染者数が減少し

て商談を行いやすくなり、案件の確保が進んだ効果が今

期に表れた可能性がある。また、調査先からは「セキュ

リティソフトやセキュリティ診断の引き合いが増えてき

た」（ソフトウェア開発）というコメントがあった。企業

を標的にしたサイバー攻撃が増え、セキュリティへの関

心が高まっていることも追い風になったようだ。

　総じてみれば、新型コロナウイルスの感染拡大に伴う

外出や会合の自粛、営業制限、経営者本人や従業員の出

勤停止などが、小売業やサービス業といった消費関連業

種のみならず、そうした業種に商品やサービスを提供す

る企業にも悪影響を及ぼした。加えて、深刻さを増す原

材料不足や価格上昇が多くの小企業にとって大きな負担

になった結果、幅広い業種で業況が悪化したといえよう。

価格転嫁の動きが広がりつつある

ここからは、今期の小企業の業況に大きな影響を与え

た価格の動向について詳しくみてみよう。図－2は価格

DI（前年同期比で価格が「上昇」した企業割合－「低下」

した企業割合）の推移を示している。今期の仕入価格DI

は前期から3.8ポイント上昇して58.6と、2008年7-9月

期の調査開始以来2番目に高い水準になった。来期も上

昇が続く見通しである。
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　他方、今期の販売価格DIは前期から1.4ポイント上昇

し、1.4となった。プラス水準になるのは、2019年7-9

月期（1.1）以来約2年半ぶりである。価格転嫁の動きが

広がりつつあることがうかがえる。

小企業は、顧客が離れるのをおそれて販売価格の上昇

をためらう傾向にあった。実際、これまでの動向をみる

と、仕入価格DIの上昇に比べて販売価格DIの上昇は緩

やかである。それにもかかわらず足元で転嫁が進みつつ

ある背景には、仕入価格の上昇があまりに急速かつ広範

囲で進んでいることがある。

図－3は原油と小麦の価格動向を示している。いずれ

も2020年ごろから上昇傾向にあり、2022年に入って上

昇幅が大きくなっている。また、図には示していないが、

金属素材、木材、綿糸など、幅広い品目の価格が、この

ところ上昇している。こうしたなか、調査先からは「原

料である綿糸の価格高騰が激しすぎて収支状況がかなり

悪くなっている」（タオル製品製造業）、「原油価格上昇の

影響で商品の仕入価格や運送料が上がり、利益率が落ち

ている」（生活雑貨卸売業）など、採算の悪化を訴えるコ

メントが数多く寄せられた。最低限の利益だけでも確保

するために、やむを得ず販売価格を引き上げる企業が少

なくないのだろう。

　最後に、今後の見通しをみてみよう。来期の業況判断

DIは-52.2とほぼ横ばいになる見通しで、大きな改善は

見込まれていない（前掲図－1）。ウクライナ情勢が予断

を許さないほか、「BA.2」や「XE」など新型コロナウイ

ルスの変異株がみつかっており、感染状況の先行きも不

透明である。また、3月以降は中国・上海のロックダウン

に伴う物流の混乱や円安が仕入価格をさらに押し上げ

ており、採算の確保は容易ではない。困難が続くなか、

小企業は引き続き難しいかじ取りを迫られそうだ。今後

も、下振れリスクに留意しつつ、小企業の景況を注視し

ていく必要がある。 （星田 佳祐）

調査結果の詳細や時系列データはこちらをご覧ください。
https://www.jfc.go.jp/n/findings/gri.html

（注）  価格DIは、前年同期比で「上昇」と回答した企業割合から「低下」
と回答した企業割合を差し引いた値。

資料：日本経済新聞社調べ
（注）月末時点の期近物の終値。

図－ 2　価格DI の推移（全業種計） 図－ 3　原油と小麦の価格動向
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産業リポート

SAR衛星の小型化・軽量化を実現

　㈱QPS研究所（福岡県、従業者数41人）は、九州大

学の八坂哲雄名誉教授らが大学発ベンチャー企業として

2005年に創業した企業である。創業当初は、人工衛星関

連機器の製造や人工衛星製造の助言などを行っていたが、

九州大学大学院を修了した大西俊輔さん（現社長）が

2013年に入社したのを機に、小型SAR（Synthetic Aperture 

Radar：合成開口レーダー）衛星の設計、製造を手がける

ようになった。

　レーダーを使用する観測衛星は、搭載したアンテナか

ら地球に電波を照射し、跳ね返ってきた電波をセンサー

でとらえて地上を観測する。現在、観測衛星の主流であ

る光学カメラを使用した衛星は、夜間や天候不良時には

地上を撮影できないが、レーダー衛星の電波は雲を透過

するため、天候や昼夜を問わずに画像が手に入る。

　レーダー衛星のアンテナは大きいほど高精細な画像

を撮像できるが、アンテナが大きくなれば衛星や打ち上

げロケットも大きくなり、コストがかかる。そこで、衛

星が移動しながら電波を送受信することで仮想的に大き

なアンテナを形成する「合成開口」という技術を用い

たのがSAR衛星である。それでも、従来のSAR衛星は

1トンを超える大きさになり、コンステレーションを構

築するには膨大なコストがかかるという問題があった。

　こうしたなか、同社は軽量で収納式の、開くと直径3.6

総合研究所 主任研究員　松井 雄史

　第1回では、コンステレーションビジネスが宇宙産業を牽
けん

引
いん

していることをみた。それでは、中
小企業はどうすればコンステレーションビジネスに参入できるだろうか。実際に参入している企業
は、「小型衛星を独自に開発・製造」「協力企業や下請け企業として衛星の部品を製造」「衛星データ
を利用して新たな製品・サービスを開発」の三つに大別される。第2回では、このうち小型衛星を
独自に開発・製造している企業を紹介しよう。

宇宙ビジネスで成長の機会をつかむ

第2回
（全4回） 小型衛星を独自に開発するビジネス
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メートルになる、100キログラム級の小型衛星に搭載す

るものとしては最大級となるパラボラアンテナの開発に

成功した。これにより、同社の小型SAR衛星は、地上にあ

る70センチメートルの大きさの物体を識別できるほど

の高精細な画像データの取得と、質量約100キログラム

という小型化、軽量化とを実現した。1機当たりの製造

コストも数億円と従来の100分の1以下にした。2019年に

は1号機「イザナギ」、2021年には2号機「イザナミ」の

打ち上げに成功し、「イザナミ」は同年3月に地上の画

像取得に成功している。

　同社は、36機の小型SAR衛星を打ち上げてコンステ

レーションを形成することを計画している。完成すれば、

世界のほぼどこでも任意の場所を平均10分間隔で観測

することが可能となる。土地や建物などの静止体だけで

はなく、車や船舶、人、家畜など移動体の画像データも

継続して取得できるようになる。

　画像データの使い方はさまざま考えられている。例え

ば、災害が起きたときに、人が現地に行かなくても画像

を見て被害の状況を把握できる。また、人の動きや数を

分析すれば、土地や店舗の価値を算出することも可能で

ある。気象や経済データと組み合わせれば、作物の生育

具合や地域の経済を予測することもできるようになると

見込まれる。同社はこうした衛星の画像データを販売す

ることで収益をあげていく方針である。

　同社の小型SAR衛星の開発を支えているのは地場の中

小企業21社である。このネットワークをつくったのは、

八坂取締役をはじめとする3名の創業者らである。八坂

取締役は九州を回り、宇宙や人工衛星の部品製造につい

ての講演会を開いては、地場企業に参加を呼びかけた。

人工衛星の部品をつくるのは技術的に難しいのではない

かと言う経営者には、「振動や熱はロケットより車のエン

ジンルームの方が厳しい」と説明し、心理的なハードル

を下げることから始めた。その結果、新しい産業に取り

組みたいという企業や、八坂取締役らの考えに賛同する

企業の協力を取りつけることに成功した。

　地場の中小企業は同社から受注して、部品を製造した

り、衛星を組み立てたりしているだけではない。衛星の

基本設計からかかわっている。同社の研究者だけで作成

した基本設計は、宇宙工学に基づいた理想的なものでは

あるが、必ずしも実現できるとは限らず、つくりやすい

わけでもない。そこで、つくる側の中小企業にどのよう

な材料を使って、どう加工や組み立てをするか、早い段

階から相談し、意見を取り入れているのである。

　基本設計を固めたら、各社が部品をつくり、衛星を組

み立て、ロケットの振動に耐えられるか、宇宙空間でも

計算どおりに動くかなど試験を一緒に行った。問題が生

じれば、メンバーがその場で改善策を出し合い、すぐに

つくり直す。これを繰り返し、実物の2分の1などの大

きさのモックアップ、熱構造モデルやエンジニアリング

モデル、フライトモデルをつくっていった（注1）。イザナ

ギもイザナミも、フライトモデルをつくるまで、1機に

つき20回以上もの細かい改良を行ったという。

　現在、同社は3号機、4号機を開発中である。3号機

以降は2号機に比べ、太陽光パネルの枚数を増やして蓄

電量を増大させる予定だ。長時間連続してミッションを

こなせるようにすると同時に、より高精細な画像を取得

できるようにするためである。一方で、衛星の大きさ自

「イザナギ」のフライトモデル～㈱QPS研究所提供
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体はほぼ変えず、軽量化とコスト削減を進める方針でも

ある。小型SAR衛星でコンステレーションを形成すると

いう計画の実現に向け、同社は開発を加速させている。

衛星ビジネスの地場産業化に挑む

　福井県は、宇宙産業の将来に期待し、日本における宇

宙産業の拠点になることを目指している。きっかけは

2015年のことだ。県の産業の発展に向けた経済戦略と具

体的なプロジェクトを議論する「福井県経済新戦略推進

本部会議」で、ある委員が宇宙産業への参入を提案した

のである。

　福井県には眼鏡、繊維、刃物といった地場産業から自

動車部品までさまざまな製造業がある。ただ、人口の減

少と高齢化を背景に、いずれも国内市場は縮小傾向にあ

る。そのため、培ってきた多様な技術力を生かして新た

な産業を創出することが課題となっている。県は「人工

衛星の製造では県内企業の優れた技術力を生かせる」「宇

宙産業はハード、ソフトの両面で新しい産業を起こす契

機になる」と判断し、「福井経済新戦略」で「自治体初の

人工衛星を開発し打ち上げる」ことを取りまとめた。

　とはいえ、福井県庁の職員は誰も宇宙や人工衛星のこ

とを知らない。宇宙産業に参入するには、何から始めれ

ばよいかもわからない。そこで、2015年9月に人工衛星

の製造にかかわりたいという企業を県内から募り、「ふく

い宇宙産業創出研究会」を立ち上げた。設立時には21社

が参加して、宇宙産業や人工衛星のことを徹底的に勉強

することから始めた。

　まず、福井県は県職員の人脈を駆使して研究者を探し、

小型衛星の研究をしている東京大学の中須賀真一教授に

連絡をとった。交渉の結果、県の工業技術センターで県

内15社の29人を相手に、衛星軌道論や人工衛星の制御

といった宇宙工学の授業をしてくれた。

　その後、28人が同教授の研究室に赴き、小型人工衛星

の設計や製造、試験のトレーニングを受けた。衛星の製

造にも実際にかかわった。そこで、機器をコンパクト化

したことや、部品の不具合を見つけたことなどが同教授

に評価され、同教授の研究室が開発・製造を受注した衛

星3機について、電源、通信、姿勢制御、構造など衛星

の基本的な機能をつかさどるバス部を、研究室の指導の

下で、福井県の企業4社が製造することになった。

　4社は、基本設計の検討から始め、エンジニアリング

モデルの製造、詳細設計、フライトモデルの製造へと段

階を進めていった。それぞれの段階では、何度も試験と

試作を繰り返したという。性能試験は福井県の工業技術

センターで行った。工業技術センターは振動試験機、ク

リーンブース、電波暗室、熱真空試験機といった衛星の

製造・試験に欠かせない設備がそろった施設で、福井県

が整備した。2019年から2020年にかけ衛星3機を完成

させ、いずれも打ち上げと国際宇宙ステーションからの

放出に成功した。

　このように大学と共同で人工衛星をつくることで、県

内企業がノウハウを蓄積すると同時に、福井県は県民衛

星「すいせん」の製造にも取り組んだ。人工衛星の製造

ノウハウを蓄積するとともに、衛星データを活用したビ

ジネスを新たに創出するためである。

　まず、2016年に県民衛星の製造と有効活用を実現する

組織として、「福井県民衛星技術研究組合」を設立した。

組合は衛星製造グループ7社と衛星データ利活用グルー

プ4社との計11社で構成した（注2）。衛星製造グループ

には、大学との共同研究に携わった4社に加え、小型衛

星をつくるベンチャー企業のA社にも加わってもらった。

　A社は2022年までに超小型人工衛星を9機飛ばし、地

球の同じ地点を毎日観測できるようにする計画を進めて

いる。県民衛星を単独で運用しても同じ地点を約2週間

に1回しか撮影できないが、A社の衛星コンステレー
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ションを形成するうちの一つの衛星になれば、同じ地点

を毎日撮影できるようになる。

　福井県は、A社に人工衛星の設計と製造を委託し、県

内企業はそれを学び、一部部品の製造を請け負うという

役割分担とした。開発費は福井県が3分の2を、組合が

残りの3分の1を、それぞれ負担することにした。

　衛星データ利活用グループは、人工衛星が撮影した画

像を行政で利用するための「衛星画像利用システム」を

開発した。県民衛星が撮影した画像データを活用し、県

内の土地や森林などを継続的に監視し、どう変化してい

るのか表示できるようになっている。森林や河川の監視、

環境保全分野で活用中である。

　開発の費用は、衛星データ利活用グループの4社が負

担している。福井県はシステムの利用料を支払うが、そ

れだけでは各社は開発費用を回収できない。福井県以外

の各自治体にシステムを販売し、収益を得る予定である。

　福井県は今後、ほかの自治体や県外の大学、海外から

衛星の製造を受注して人工衛星の生産を拡大し、人工衛

星の製造に参入する企業を増やしたいと考えている。ま

た、衛星データ利用や活用の推進、システムの全国展開

にも取り組み、福井県を日本における宇宙産業の拠点と

していく方針である。

欠かせないネットワークづくり

　小型衛星の製造やコンステレーションの形成といっ

たビジネスは、高度な専門知識と多様な技術が必要であ

る。プロジェクトの中心となる企業や人が、中小企業に

よるネットワークを組織したうえで、専門知識をもつ大

学や研究機関、大企業と連携して開発を行うことが欠か

せない。中小企業が単独で立ち上げるのは難しいが、逆

に、こうした体制をつくることができれば、中小企業が

主体的に小型衛星を開発・製造することは可能である。

　ただし、コンステレーションを形成するとなると、数

十億円、衛星の数によっては数百億円という規模の資金

が必要になる。例えば㈱QPS研究所は、これまでに80億

円を超える資金調達を実施しているが、それでも全36機

体制のうちの一部を賄えるにすぎないという。これだけ

の資金を集めるとなると、コンステレーションを確実に

形成できると信じられるだけの技術力や実績が必要であ

り、一般の中小企業が参入することはまず無理だろう。夢

のあるビジネスではあるものの、大企業を含めても参入

する企業は少数にとどまるだろう。

　一般的な中小企業がコンステレーションビジネスに

参入するには、保有する技術を駆使して衛星づくりを手

伝うという方法が現実的である。次回は、㈱QPS研究所

や福井県民衛星技術研究組合のプロジェクトに協力企業

として参加している中小企業の事例を紹介しよう。

（注１）  熱構造モデルとは、消費電力や宇宙環境での機器温度を確認
するモデル、エンジニアリングモデルとは、基本設計に基づ
いてつくる試験モデル、フライトモデルとは、実際に宇宙に
打ち上げるモデルのことである。

（注２）  2022年2月時点では、衛星製造グループ6社と衛星データ
利活用グループ4社の計10社となっている。

「すいせん」の縮小模型～福井県民衛星技術研究組合

本連載は、当研究所発行の『日本公庫総研レポート』No.2021-2
「コンステレーションビジネスで広がる中小企業の宇宙産業への参入
機会」（2021年8月）を再構成したものである。詳細は同レポート
を参照されたい。
https://www.jfc.go.jp/n/findings/tyousa_soukenrepo2.html
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　そんな秀吉以上に、信長が高く評価した男がいる。後

に本能寺の変を起こし、信長の命を奪う明智光秀である。

光秀は戦場での優れた軍略が評価され、家中で最初の城

持ち大名となっている。丹波を領有したほか、畿内一円

を統治した。

　秀吉や光秀の活躍は、多くの家臣の励みになったに違

いない。秀吉は下層民の出身だったし、光秀は任官した

時期が遅く、いわゆる中途採用組である。どんな境遇で

も実力さえあれば出世できると、滝川一益、丹羽長秀、

堀秀政らもまた信長のもとで競い合った。部下のやる気

を引き出すためのマネジメントを信長は実践していた。

急成長した織田家はベンチャー企業そのもの

　なぜ、信長は実力主義に基づいた人材登用を行ったの

か。それは織田家が現代の会社に例えれば、ベンチャー

企業だったからにほかならない。

　信長は1552年（天文21年）、18歳の時に織田家の当

主となるが、引き継いだ時点での織田家は弱小そのもの。

信長はその素行の悪さから「うつけ（愚か者）」として地

元では有名だっただけに、周囲の誰もが織田家の行く末

を案じたに違いない。だが、信長はわずか1年で尾張下
しも

半
はん

国
ごく

の拠点である清洲城のほか、那古野城、守山城を掌

　戦国大名たちは未曽有の戦乱において、どのような領

地経営を行っていたのか。それを知ることは、企業経営者

にとって、ますます混迷を極める現代を生き抜くヒントにな

るはずだ。今回は、独裁的なイメージの強い織田信長の意

外な「社長ぶり」に迫る。

実力主義でどんどん抜
ばっ

擢
てき

　下積み時代なんてナンセンス。若いうちからバリバリ

と活躍したい。そう考える若者も少なくないだろう。も

し、織田信長が社長だったら、そんな若者にとって理想

的な会社をつくったに違いない。何しろ、信長は実力主

義で、力のある者に積極的に活躍の場を与えた。

　最もよく知られているのは豊臣秀吉だ。信長は秀吉に

は非凡な才があると見抜いていた。期待に応えるべく、

秀吉は1564年（永禄7年）、美濃国の斎藤龍興との戦に

おいて、斎藤氏側の武将の寝返り工作に成功する。

　秀吉はこの頃すでに台所奉行にまで出世しており、食

事にかかる燃料費を節約したことでも信長から評価され

ている。斎藤氏が滅亡すると、秀吉の希望どおりに竹中

重治を下につけて、牧村利貞、丸毛兼利らも与力として、

秀吉に与えている。部下をつけることで、責任をもたせ

ようと信長は考えたのだろう。

マネジメント
― 社長としての戦国大名―

戦国

第
２
回

織田信長
実力主義のベンチャー社長

偉人研究家　真山 知幸（まやま ともゆき）

　著述家、偉人研究家、名言収集家。1979年兵庫県生まれ。同志社大学法学部卒業。業界
誌の編集長を経て、2020年に独立。名古屋外国語大学現代国際学特殊講義、宮崎大学公開
講座などで講師活動も行い、メディア出演多数。「東洋経済オンラインアワード2021」で 
ニューウェーブ賞を受賞。著書に『企業として見た戦国大名』（彩図社、2020年）、『泣け 
る日本史』（文響社、2021年）、『なにかと人間くさい徳川将軍』（彩図社、2022年）などがある。
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中にする。その決断力と行動力は、並み居る戦国大名た

ちをも圧倒した。まさに、時勢を味方につけて急成長し

たベンチャー企業そのものである。

　ベンチャー企業は、少数精鋭で強大なライバルと戦わ

なければならない。そのため、いかに優秀な人材を抜擢

するかが最重要事項となる。だからこそ信長は、できる

人材をどんどん出世させたのだ。優秀な部下にはポジ

ションを与えながら、他国を征服したときには、功績に応

じて土地も与えている。さらに、茶器をプレゼントする

ことでも士気を上げていた。茶会に認定制度を設け、茶

器をプレゼントされた者だけが参加できるようにし、与

えた茶器に価値が出るように工夫までしていた。

　活躍するとリターンが大きい。そんなベンチャー企業

で働くメリットを、信長は繊細な心遣いをしながら、家

臣たちに示していたのである。

大勝負を控えているのに「打ち合わせなし」

　ベンチャー企業が世に知られるようになるには、ヒッ

ト商品をリリースしたり、画期的なサービスを提供した

りするなどのきっかけがある。織田家にも勢力を伸ばす

大きなきっかけがあった。1560年（永禄3年）、駿河の

今川義元を信長が破った桶狭間の戦いである。

　この戦い方は、まさに少数精鋭であるベンチャー企業

の戦い方そのものだった。何しろ、尾張に侵攻してきた

今川家の2万5,000人に対して、迎え撃つ信長側の兵は

わずか3,000人だった。圧倒的に数的不利な状況にもか

かわらず、信長は、桶狭間付近で休息をとる今川軍に奇

襲をかけることに成功。まさかの大番狂わせで勝利を手

にした。

　奇襲ばかりが着目されがちだが、桶狭間の合戦前夜の

過ごし方も独特だった。奇襲のタイミングが狂えば、す

べてが台無しになる。ビジネスでいえば、命運をかけた

プレゼンテーションの前夜だ。普通ならば、念には念を

入れて、打ち合わせをするはずである。ところが、信長

は軍議すら開くこともなくさっさと寝てしまう。まった

く打ち合わせなし。無謀なようにも思えるが、これもま

た信長なりに考えたうえでの行動だった。

　もし兵の立場ならば、前夜にそんな重大な作戦を知ら

されてはとても眠れないし、逃げ出したくなるはず。自

分の意思がすぐさま伝達できるベンチャー企業だからこ

そ、信長はあえて当日に命令を下し、うまくいくのかど

うかと不安になる暇を自軍の兵に与えなかった。相手の

今川軍にとっては、予想外の展開でありたまったもので

はなかった。チーム信長の大勝利は、ベンチャー企業魂

がいかんなく発揮された結果だった。

　織田家の家臣たちにとって、ワンマン社長のもとで働

く大変さはもちろんあった。戦略のため地方に飛ばされ

ることもあったし、信長の意に添わなければ容赦なく更

迭されてしまう。それでも家臣たちが猛然と目標に突き

進めたのは、信長が明確かつ壮大なビジョンを掲げたか

らだ。それは「天下布武」である。これから繰り広げる

合戦は「天下平定を目指すための戦い」なのだと、信長

は臣下たちに伝え、理解させたうえで実行に移した。

ビジョンなき組織に明日はない。信長はそのこともよく

理解していたのだろう。やりがいがある仕事ならば、ハー

ドワークもいとわない。そんな人材にとっては、織田家

は理想的なベンチャー企業といえそうである。

信長が書状を出すたびに押した「天下布武」の印影のイメージ
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1

《企業概要》

代 表 者 東田 誠次
創 業 1958年
資 本 金 1,000万円
従業者数 27人
事業内容 プラスチック製品の製造
所 在 地 奈良県北葛城郡広陵町南郷986-1
電話番号 0745（54）5121
U R L https://daiwaci.co.jp

から膨らませるブロー成形、金型に

樹脂を注入する射出成形、板状の樹

脂と金型の間の空気を抜いて加工す

る真空成形がある。これらの手法は

使う設備も必要となる技術も異なる

ため、いずれか一つに特化する企業

が大半である。他方、同社はこの手

法すべてに社内で対応する。

　7割稼働と三刀流の二つの特長が

かみ合い、対応の素早さと提案の間

口の広さが実現できるのである。

機械と対話する

　理屈はわかる。しかし、ここまで

聞いて、素朴な疑問がわいた。同社

はなぜ7割稼働にとどめるのか。そ

してなぜ他社には三刀流が難しいの

か。その答えを知るには、歴史を少

しさかのぼる必要がある。

　かつて同社にも稼働率を重視して

　収益が重要なのは、どの企業にとっ

ても同じだろう。しかし、その念 

頭にある時間軸は、企業によって違

う。奈良県にある大和化学工業㈱の

視線の先には、目先の利益ではなく、

5年後、10年後の未来がある。

7割稼働の三刀流

　同社は業歴60年を超える樹脂成

形メーカーである。東田誠次社長は

4代目に当たる。売り上げの7割を

部品搬送用トレーなどの自動車関連

製品が占め、ティア1と呼ばれる大

手部品メーカーとの取引も多い。

　顧客から重宝されている理由は大

きく分けて二つある。一つ目はス 

ピードである。一般に受注から納品ま 

で1週間はかかるところを、同社は

即日納品にも対応する。取引先に

とって、在庫を減らせるメリットは大

きい。もう一つの理由は、提案力で

ある。開発段階から顧客の要望を聞

き取り、図面を引き、試作品をつくっ

てみせる。他社が断った案件が持

ち込まれることも少なくない。

　こうした強みを実現できる背景に

は、生産体制における二つの特長が

ある。一つは、機械の稼働率を7割

程度に抑えていることである。一般

に装置産業では、遊んでいる設備を

いかに減らすかが生産性向上の と

される。しかし、それでは急な注文

に対応できない。他方、同社は無理

をせず、あえて空きをつくる。日勤

のみで残業はしない。稼働率が上

がってきたら新しい設備を入れ、また

空きをつくる。だから、急な仕事に

も対応できる。

　もう一つの特長は成形手法の「三

刀流」である。普及している樹脂成

形の手法には、溶かした樹脂を内側

「無理をしない経営」で競争力を生み出す

大
だい

和
わ

化学工業㈱

代表取締役社長
東田 誠次

ひがしだ せいじ
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業員たちは、企業の持続的発展に何

が必要かを理解し、自ら行動に移す

ようになる。そのため、急な注文や

難しい案件が飛び込んできたときこ

そ、皆がそれを意気に感じ、真価を

発揮するのである。

　その行動の積み重ねは、結果とし

て実を結んでいる。驚くことに、創

業以来60年余り、赤字になったこと

がないのだという。バブル崩壊から

コロナ禍まで幾度となく押し寄せる

危機を、同社は見事に乗り越えた。

　東田さんは先を見据えてさらに動

いている。三刀流に加え、今度は3D

プリンターを導入した。金型を使わ

ず部品を試作できるため、スピード

と提案の幅という強みに磨きをかけ

るねらいがある。すでに後継者の選

定も済ませた。2025年4月の承継を

見据え、営業活動に同行させるなど、

準備を進めている。

　年月をかけて地層のように積み重

ねてきた技術と、5年、10年先を見

据えた先見性。その結果、たどり着

いた7割稼働と成形手法の三刀流。

それらを背景として実現できる即応

力と提案力。すべての要素が一本の

線につながり、同社の競争力を生み

出している。 （山口 修平）

「三刀流」の一つ、射出成形機

いた時代があった。40年近くも前の

話である。ところが、当時の社長は

過労で倒れ、31歳という若さで急逝

してしまう。そして、その実弟が後

を継ぎ、故人の義弟に当たる東田 

さんも自動車販売店を辞め、同社を手 

伝い始めた。そこで掲げたのが、「無

理をしない経営」だった。世の中に

先駆け週休二日制を導入し、日勤の

み、残業なしを原則とした。

　その方針転換は副産物を生む。難

度の高い注文への対応力である。当

時はブロー成形一本やりで標準的な

設備しかもっておらず、特殊な注文

があっても断っていた。機械がフル

稼働していたときは疑問を挟む余地

はなかったが、時間が空き、考える

余裕が生まれた。今は対応できない

仕事も、手持ちの機械を改造すれば

対応できるかもしれない。

　自動車整備士の資格をもっていた

東田さんは、終業後、工場の成形機

を分解しては組み立て直すことを繰

り返すようになった。おかげですっ

かり機械の原理が頭に入り、改造の

勘所がみえるようになった。どの部

品や回路に手を入れれば、機械の能

力がどう変わるかが手に取るように

わかる。この状態を東田さんは、「機

械と対話する」と表現する。

　その境地にたどり着いたからこそ、

三刀流が可能となった。どの成形手

法も、極めるにはそれなりの設備の

ラインアップが要る。だから、二刀

流や三刀流によって仕事の幅が広が

るとわかっていても、普通は手が出

せずに諦めるしかない。同社は標準

的な設備を改造して多様な注文に応

えられるから、ほかの手法に手を広

げることができた。ブロー成形に加

え、1990年ごろに射出成形、2010年

ごろに真空成形と時間をかけて導入

し、今では三つの手法による売り上

げがほぼ拮抗するほどになっている。

理念が自主性を引き出す

　設備の7割稼働も三刀流も、短期

的な利益を追う限り、まねのできな

い打ち手といえる。いつ来るかもわ

からない注文に備えるより、今ある

設備をフル稼働させる方が、足元の

業績につながるからだ。同社はあえ

てそれをせず、先を見据えて種をま

く。「先義後利」を企業精神に掲げ、

自社の利益はそこそこに、周りの困

り事の解決に重きを置く。

　その姿勢は、従業員の間にも浸透

している。事あるごとに、自社の強

みや指針を伝えるからである。例え

ば、顧客や取引金融機関を集めて毎

年開く経営報告会に、従業員を全員

参加させる。また、従業員と半年ご

とに個人面談を行い、その時点での

評価や将来の目標などについて話し

合う。このような機会を通じて、従
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2

《企業概要》

代 表 者 古越 道夫
創 業 1952年
資 本 金 1,200万円
従業者数 46人
事業内容 ジャムの製造販売
所 在 地 長野県北佐久郡軽井沢町長倉塩沢702
電話番号 0267（46）2400
Ｕ Ｒ Ｌ https://www.sawaya-jam.com

の配慮である。多くの工程は手作業

で、大量生産はしない。

　つまり、同社のジャムは、工業製

品というより生鮮食品といった方が

しっくりくる。それもそのはずで、

同社のルーツは青果店にある。軽井

沢を訪れた外国大使や皇室にも果物

を納めるほど、知られた店だった。2

代目で、現社長の古越道夫さんは、

かつて高級スーパーで果物を担当し

ていたことがある。だから、同社の

果物をみる目は、今も昔も変わらず

鋭い。

　余計な手を加えることなく、素材

の旬を生かしてジャムにする姿勢に

共感する生産者は少なくない。同社

は、原材料の半分ほどを契約農家か

ら仕入れている。ジャムの味に感動

し、自分が育てた果物も使ってもら

えないかと売り込んでくる農家もい

るのだという。

　長野県北佐久郡軽井沢町は人口約

2万人に対して観光客が年間900万

人に迫る、言わずと知れた日本有数

のリゾート地である。㈱沢屋は、こ

の地で半世紀近くジャムを製造して

きた。

　新型コロナウイルス感染症の影響

による観光客の減少は、同社にとっ

ても大きな痛手であった。だが一方

で、改めて気づかされることもあっ

たという。

旬を味わうジャム

　素材がそのまま入った同社のジャ

ムは、土産物として人気が高い。夏

のハイシーズンになると、7カ所あ

る直営店は国内外からの観光客で大

賑わいとなる。

　商品の特徴は大きく三つある。一

つ目は、種類の多さである。定番の

ストロベリーからトマトや桑の実な

どの変わり種まで、その数は実に60

に上る。ただし、それらが常に店に

並んでいるわけではない。春はスト

ロベリー、夏はブルーベリー、秋は

紅玉りんご、冬はオレンジマーマ

レードといったように、季節によっ

てラインアップは変わる。

　二つ目の特徴は、素材へのこだわ

りである。旬を迎え、熟してから収

穫された果物だけを厳選して使う。

生産の時期や量は素材が決める。販

売計画ありきではなく、収穫量に合

わせて生産する。売り切れてしまえ

ば次の季節まで品切れとなる。

　三つ目の特徴は、製造方法である。

添加物は使わず、味つけもグラ 

ニュー糖のみと最低限にとどめる。仕

入れた果実は、冷凍保管することな

く、そのまますぐに加工する。素材

がもつ風味を損なわないように、と

土産物の枠から飛び出した軽井沢発の無添加ジャム

㈱沢屋

代表取締役
古越 道夫

ふるこし みちお
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社長は反省しきりであった。

　同社はもともと自社でオンライン

ショップを運営し、首都圏の百貨店

にも商品を卸していた。さらには直

営店での売り上げの減少をカバーす

べく、各地で開かれる催事にも積極

的に参加した。工場で行っていた

ジャムづくり体験をオンラインでもで

きるようにした。

　これらの取り組みが功を奏したの

は間違いない。ただ、その前提にあっ

たのは、長い歴史のなかで獲得して

きたファンの存在であった。毎年欠

かさずネットで注文してくれるリ

ピーターがいる。催事で見かけ、懐

かしそうに手に取ってくれる人もい

る。軽井沢土産として多くの人に愛

されてきた同社のジャムは、いつし

か土産物の枠を飛び出していた。

　同社の経営理念は、「本物を造る喜

び」「おいしさを売る喜び」「お客さ

まに満足を売る喜び」の3カ条から

成る。三つの喜びの先には、ファン

の喜ぶ顔がある。ジャムづくりに込

めた思いは、確かに届いていた。コ

ロナ禍によって図らずも明らかに

なったのは、同社が長きにわたり

培ってきた底力であった。

 （藤原 新平）

イチゴのヘタを手作業で取り除く
非合理の組み合わせから
生まれる均衡点

　素材を冷凍で保管することなく、

無添加かつ手作業で加工、少量多品

種生産に、売り切れ御免。こうした

特徴は、生産性の観点からすれば、

非合理的にもみえる。だが、それら

を組み合わせたところには、絶妙な

均衡点が生まれる。商品のライン

アップが多様だから、年間を通じて

工場を稼働させることができ、安定

した雇用につながる。特定の季節に

仕入れが偏らず、資金繰りも安定す

る。季節によって商品が変わるから、

消費者にとっては飽きがこない。

　そして、経済性や合理性を超えた

ところには、ブランドやストーリー

が生まれる。こだわりを一途に貫く

姿勢は、他社との差別化の源泉とな

る。だから同社は、プロセスを売り

にする取り組みにも力を入れてきた。

1988年にはガラス越しに生産工程

を見学できるオープンファクトリー

を建設し、2011年にはジャムづくり

の有料体験サービスも始めた。

　見学や体験といったサービスは、

同社のものづくりにかける思いやこ

だわりを消費者に伝える機会となる。

いかに新鮮な素材を使い、どれほど

の手間をかけてつくっているのか。

それを体感した人の多くは、同社の

姿勢に共感し、ファンになる。お土

産を渡すとき、そのこだわりも伝え

てくれる。つまり同社は、土産物
・
だ

けでなく土産話・も提供しているとい
うわけだ。

　これらの取り組みを積み重ね、同

社のジャムは、軽井沢土産の定番と

して多くの人に親しまれてきた。近

年では外国からの観光客も増え、

「SAWAYA」ブランドは海外でも知ら

れるようになった。転売を防ぐため、

購入数量に制限をかけなければなら

ないほどだという。

ファンは離れない

　順風満帆にみえた経営環境を一変

させたのが、コロナ禍だった。瞬く

間に観光客は減っていく。古越社長

は、断腸の思いで仕入れ量を絞る決

断をした。前述のとおり、同社は材

料の冷凍保管はしない。仕入れたら

すべてを速やかに加工しなければな

らない。大量の商品在庫を抱えるこ

とになれば、次のシーズンの仕入れ

にも支障を来す。こうした状況を考

えれば、妥当な判断だった。

　だが、ほどなくその見立てが誤っ

ていたことが明らかとなる。売り上

げは思いのほか落ち込まなかったの

である。おかげで年末商戦の前に品

切れを起こし、毎年この時期に買っ

てくれる得意先の方々にご迷惑をか

けてしまい申し訳なかったと、古越
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葉山町

葉山町商工会

神奈川県

地域の中小企業と

ともに歩む

「ふるさと雇用再生特別基金事業」

を活用して会議を重ね、2014年には

会員事業所向けの説明会を開催しま

した。2015年3月には全国商工会連

合会の「小規模事業者支援パッケー

ジ事業共同販売拠点（アンテナショッ

プ）による地域産品等の販路開拓

支援事業」に採択されました。こう

して2016年9月1日に念願の葉山

町商工会共同店舗「SHOPPING 

PLAZA HAYAMA STATION」がグ

ランドオープンしました。

　計画が再始動した2010年からオー

プンまでに、537回の会議と20回

の実験イベントを重ねてきました。

事務局職員の4人が中心となり、通

常業務との同時進行で多忙を極めな

がら少しずつ進めていったものです。

職員の頑張りだけでなく、葉山町や

神奈川県、全国商工会連合会、神奈

川県商工会連合会からの支援も事業

を後押ししてくれました。

　当施設は「三浦半島のアンテナ

ショップ」として、売り場面積750平

方メートル、出店数はテナント9事

業所、委託18事業所、生産者49人

の計76事業所でスタートしました。

テナントや委託の事業所では新たな

雇用が多数生まれ、初年度の売り上

げは約4億2,000万円、来場者数は

約33万人となりました。

　その後、売り上げが落ち込んだ際

には日本政策金融公庫の横浜支店に

三浦半島の生産者を紹介してもらい、

職員が訪問して出店や新商品の出品

を依頼しました。出店事業所の協力

もあり、2019年度の売り上げは9億

9,000万円と増えたのです。

　現在はコロナ禍で厳しい状況で

すが、出店数は2022年1月末時点

で139事業所とオープン当初から大

きく増えました。今後は出店してい

る事業所だけが活性化するのではな

く、地域全体に利益を還元し、共同

店舗事業の効果が全町に広がるよう

取り組んでいきます。

　葉山町は神奈川県にある三浦半

島の西北部に位置し、葉山御用邸や

ヨット発祥の地として広く知られて

います。東京から１時間程度の距離

にあることから、1年を通して首都

圏から訪れる方が多い地域です。

　葉山町商工会では、2004年から横

浜横須賀道路逗子IC近くの南郷地

区への共同店舗開設を検討してきま

した。2008年に商工会として本格的

に事業を推進したのですが、リー

マン・ショック等の影響を受けて中

断してしまいました。

　そこで諦めることなく、2010年に 

12年かけて実現した共同店舗事業

葉山町商工会
経営支援担当職員

菊
き く

池
ち

 隆
た か

美
み

葉山の魅力が詰まったHAYAMA STATION
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第60回（最終回）

さてソウルでは2022年3月9日、

第20代大統領選挙の投開票が行わ

れました。革新系与党「共に民主党」

の李
イ

在
ジ ェ

明
ミョン

氏と保守系最大野党「国民

の力」の尹
ユン

錫
ソク

悦
ヨル

氏の接戦となり、得

票率0.73パーセントの僅差で尹候補

が当選し、5年ぶりに保守系へ政権

交代しました。

新政権の内政の課題として、地域

や世代間で生じている分断の克服を

はじめ、コロナ禍での経済対策、不

動産価格の高騰による住居不安の解

消などが挙げられています。一極集

中した進学校や学歴社会に起因する

教育問題と若者の就職難、また高齢

者世帯の生活難なども問題視されて

います。

外交面では、日本とは未来志向的

なスタンスで関係修復に意欲を示し

ているものの、懸案が山積していま

す。また保守系政権はこれまで韓米

同盟を強調してきただけに、北朝鮮

に対する姿勢や立ち位置などが今後

注目を浴びるでしょう。

このような状況下で、尹氏がいか

にリーダーシップを発揮できるかが

問われそうです。

韓国では新型コロナウイルス感染

症の拡大を受けて、会社が社員の安

全のために在宅勤務を推奨してきま

した。在宅勤務は定着したものの、

仕事場としての自宅には限界があり

ます。また依然として、対面の業務

効率性を無視することもできず、仕

事と日常生活の区分が必要との声も

上がっています。

このため、三星電子、SK、POSCO、

LGなどの大企業では、自宅よりも業

務インフラが整った場所を会社が設

ける「拠点オフィス」制を導入して

います。これは、在宅勤務とオフィ

ス出社双方の長所を取り入れたハイ

ブリッド型といえます。通勤時間を

減らすとともに、リモートワークを

前提に働く場所にはこだわらず、仕

事の効率が上がればよしとする実用

主義の表れでしょう。

また勤務スタイルのトレンド

は、仕事と生活の分離を前提とする

「ワークライフ・バランス」から、

仕事と日常が溶け込むなかで生産

性と満足度を追求する「ワークライ

フ・ハーモニー」や「ワークライ

フ・インテグレーション」へと変

わりつつあります。

韓国住友商事では2021年11月に

オフィスをリニューアルし、個人が

自分専用の机をもたないフリーアド

レスを実現しました。コミュニケー

ションを質と量ともに向上させ、パ

フォーマンスの最大化をねらってい

ます。また「働き方改革」の一環と

して社員の自律的な働き方を追求す

るために、個人が職場での服装を選

択できるドレスコード・フリーや、

労働時間を柔軟に選び弾力的に運用

するフレキシブル勤務制も推進して

います。より自
じ

由
ゆう

闊
かっ

達
たつ

でクリエー 

ティブな組織文化の醸成を目指してい

ます。

ソウルの今

住友商事グローバルリサーチ㈱
Profile
住友商事グループのシンクタンク。ビジネスや投資を通じて得た知見や外部情報を組み合わせながら、 
新たなビジネス領域や有望な地域などに関する情報の整理・分析やコンサルティング業務などを行っている。

働き方改革が進む韓国の職場
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クロ
ーズアップ

ポイント

クロ
ーズアップ

ポイント

ローカル5G/6Gが支える循環経済

大阪大学大学院工学研究科
電気電子情報通信工学専攻
教授

三
さ ん

瓶
ぺ い

 政
せ い

一
い ち

　大阪大学大学院工学研究科電気電子情報通信工学専攻教授。工学博士
（東京工業大学）。専門は情報通信工学。IEEE Fellow、電子情報通信学会
フェロー、総務省情報通信審議会委員、日本学術会議会員、第5世代モバ
イル推進フォーラム技術委員会委員長並びに地域利用推進委員会委員長。
編著書に『ワイヤレス通信工学』（オーム社、2014年）、監修書に『5Gビ
ジネス見るだけノート』（宝島社、2020年）などがある。

●   5Gは超高速伝送、超低遅延、超多数接続という特徴を有する公衆通信システムである。無線局免許
を取得すれば、5Gを自営通信に適用したローカル5Gを運用できる。

●   ローカル５Gはスマートファクトリやスマートオフィスへの導入が期待されている。工場やオフィス
内の作業効率の向上が見込まれている。

●   ローカル５Gは循環経済の実現に重要な役割を果たす。市場において様々な分野に拡散された製品の
所在を把握し、効率的に集約して原材料に戻すというプロセスを可能にするからである。

実空間と仮想空間の一体化などの様々な情報技術と融合

した上でこれらシステムと接続することで、当該システ

ムを進化させ、我々の生活自体を大きく変革しようとし

ている。

　一方、5Gは公衆通信システムなので、通信回線は加入

者の無線スペクトルを全ユーザで共用する形で運用され

ている。そのため個々のユーザの通信需要を完全に満足

させることができない。あるいは通信需要の少ない地域

活用が期待されるローカル5G

　第5世代携帯電話システム（5G）は、スマートフォン

サービスの高機能化のみならず、これまで携帯電話ネッ

トワークには接続されていなかった自動車、鉄道、産業

機器など、我々の生活に関係するあらゆるシステムへの

接続が実現できる通信インフラである。そのため5Gネッ

トワークは、人工知能、ビッグデータ解析、自動翻訳、
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では十分な無線アクセス機能が備えられておらず、ユー

ザの需要を満足させられない場合も発生し得る。そのた

め、5G技術を自営通信に適用したローカル5Gが制度化

されている（総務省、2019）。ローカル5Gを利用する

ユーザには、自営通信として総務大臣から無線局免許が付

与される。免許が与えられたユーザは、自らの意図で期

待される能力を、自らのための自営ネットワークで実現

することができる。

　ローカル5Gの通信機能は5Gと同じなので、5Gの特

徴である超高速伝送、超低遅延、超多数接続という特徴

を有し、かつ信頼性の高い無線アクセスを実現できる。

特に超低遅延と超多数接続という特徴は、スマートファ

クトリなどの機器制御回線を無線化することに向いてい

る。そのため、床の見える工場、製造能力に柔軟性を持

たせた工場の実現が可能となることから注目されている。

　以上を踏まえて、本稿ではローカル5Gの特徴や、ロー

カル5Gの適用分野として大きな期待が集まっている

産業分野への適用例を説明する。そして今後標準化され

る予定の第6世代携帯電話システム（6G）の議論で重視

されている、持続可能な開発目標（SDGs）や循環経済

との関係性について説明する。

ローカル5Gの特徴

　図－1はローカル5Gの導入形態例である。自己土地と

はローカル5G運用者自身が所有権を有する土地であり、

他者土地とはローカル5G運用者と異なる人が所有権を

有する土地を意味する。

　図の左上はスマートファクトリへの導入例である。ロー

カル5Gは自営通信なので、所有権を有する空間内で

のみ、ネットワークの展開が認められている。一方、空

間外への電波の漏
ろう

洩
えい

は厳しく規制されている。基本的に

図－ 1　ローカル 5Gの導入形態例

資料：総務省（2019）をもとに筆者作成。

自己土地利用（土地内）
　土地の所有者による土地内利用

自己土地利用
　自己土地の周辺の狭域の他者土地について、他の者がローカル 5Gを開設する可能性が
　低い場所等の一定条件下においては、自己土地利用として扱う。

自己土地利用（建物内）
　建物の所有者による屋内利用

自己土地利用（土地内）
　自己の土地内等で利用

「自己土地利用」の例

「他者土地利用」の例

他者土地利用（固定通信）
　道路に基地局を設置する場合
　には、基本的に他者土地利用
　となる。

自己土地利用／他者土地利用
固定通信であればマンションの
　①依頼を受けて自己土地利用
　②依頼等なしで他者土地利用
のどちらでもサービス提供する
ことが可能

自己土地利用（土地内）
　土地の所有者による土地内利用

公道は、他者土地利用となり、
固定通信に限定される

① ②
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デジタルトランスフォーメーション（DX）化の一環で、

導入が捉えられている。ここでローカル5Gが自営通信

であることの意義は、公衆回線からは独立したセキュア

な高信頼無線ネットワークを展開できることにある。ネッ

トワークの無線化は、特に工場内で張り巡らされてい

る多数の信号線を無くすことになる。床の見える屋内環

境の実現が可能なので、各種機器に移動性が付与されれ

ば、工場のレイアウトの柔軟な変更や、短周期での作業

工程の見直しが可能になり、柔軟な多品種少量生産環境

の実現が可能となる。

　建設・工事分野では、無線LANを活用した重機類の遠

隔制御が既に実現されている。しかしながら無線LANの

チャネル数には限界があり、さらに伝送遅延も結構長い

ことから、その操作は熟練した作業者でないと対応でき

ない、神経を使う操作であった。それに対してローカル

5G は無線LANより大容量かつ低遅延なため、ストレス

の少ない遠隔操作が実現可能となる。その結果、熟練者

でなくとも作業が行えるようになる上、危険性の抑制や

作業効率の向上が図れることから、この分野でのローカ

ル5Gの導入が積極的に進められている。

　港湾分野でも同様の効果が得られる上、安全性確保の

ための人員の削減や作業の効率性向上に大きな期待が持

たれている。また港湾においては物品の追跡も非常に重

要な作業であり、センシング機能の導入による物品追跡

機能の高度化にも大きな期待が持たれている。

　エンターテインメントの分野では、複数のプレイヤー

が協調してアクティビティを構成すると共に、観客はパ

フォーマンスがなされる同一空間内にいて、プレイヤー

との一体感によってパフォーマンスを楽しんでいる。人

が密になることがパフォーマンスの重要要件であるとも

言える。エンターテインメント分野は、新型コロナ禍の

影響を最も強く受けた分野の一つであろう。ローカル5G

を活用した実空間とサイバー空間の一体化は、エンター

は電波は工場外部への漏洩を抑えられるように設計され

るが、工場敷地内という範囲で、工場建物外への漏洩は

許容されている。すなわち、工場敷地外への漏洩のみが

規制される。

　図の右上の中央は、ビル内でのローカル5Gの運用例

を示している。建物の所有者は、建物全体をローカル5G

エリアとするネットワークを構築することができる。一

方、ビル内の一定のエリアを借りている者がローカル5G

を運用する場合には、ビル所有者の許可の下、自身が借

りているエリア内でのみローカル5Gエリアを構築する

ことができる。

　図の右下は、一つの基地局から一定のエリアをローカ

ル5Gで照射する場合を示している。自己土地を照射し

てもらう目的で他者に送信を依頼する場合には自己土地

運用と見なされる。一方、ケーブルテレビ回線をマン

ション内のある世帯に照射する場合には、電波の照射先も

ローカル5G運用者とは異なるので他者土地利用となる。

他者土地利用の場合は、他者土地内の端末は固定端末に

限定されている。

　図の左下は、大学キャンパス内にローカル5Gを導入

する例である。この場合、公道を挟む二つのエリアで

キャンパスは構成されており、キャンパスは自己土地であ

るのに対して公道は他者土地である。このような形態の

場合、公道で公道所有者が独自のローカル5Gを展開す

る予定がないことを確認できれば、公道内も自己土地と

見なされ、公道を含めたキャンパス全体でのローカル5G

の運用が可能である（総務省、2019）。

産業分野への適用

　図－2は、ローカル5Gの導入が期待される産業分野を

示したものである。最も期待が集まっているのは、スマー

トファクトリとスマートオフィスである。これらでは、
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気候変動枠組条約締約国会議（COP）では、2050年にお

ける気温上昇を1.5度以内に抑えるべく議論がなされて

いる。しかしリニア経済が前提だと、経済成長が温暖化

の抑制にマイナスにならざるを得ないとも言われている。

　一方循環経済は、製品の寿命の長期化、製品の部分的

再利用促進、資源再生の経済循環の中での実現などによ

り、製品廃棄の抑制によるCO2排出の削減を進める。一

方、実効的に産業で利用される資源を減らさないことで、

温室効果ガスの抑制を図りながらの経済成長を可能にし

ようというものである（デロイトトーマツグループ、

2021）。 なお循環の流れは、製品の一部の再利用や、製

品機能の一部をアップデート型にすることでの製品の長

寿命化も含まれる。循環経済を実現する上で不可欠なも

のは、循環の流れを効率化することであり、5G/6Gネッ

テインメント分野での人の密回避を実現し得る一つの方

策である。

　またローカル5Gでロボット動作や物品の自動搬送を

行うことは、これまで人が行っていた作業を機械が代替

することになるので、人数調整機能を有するとも言える。

すなわち、人と遠隔もしくは自動運転された機械による

トータルの作業量を実効的マンパワーとして捉えると、

作業従事者数を変えることなく、投入可能なマンパワー

を調整できる。あるいは作業従事者数を削減しても必要

なマンパワーを確保できることを意味している。すなわ

ち人の密を回避しつつ、実効的マンパワーを柔軟に確保

できるようになる。

循環経済を支える基盤システムとしての
5G/6Gネットワーク

　欧州連合（EU）は2010年代以降、地球温暖化などの

社会的な課題の解決と経済成長の両立を目指して、リニ

ア経済から循環経済への転換を積極的に推進している

（経済産業省、2020；デロイトトーマツグループ、2021）。

また国連ではそのような動きを踏まえてSDGsを提唱

し、2030年までに17個の目標を達成しようとしている

（清水、2020）。さらに6Gの開発議論では、6GをSDGs

の実現を根幹から支える基盤と位置づけている（清水、

2020）。そこで以下では、5G/6Gネットワークやローカ

ル5G/6Gネットワークが循環経済にどのように関わっ

ていくのかについて説明する。

　図－3はリニア経済と循環経済の概要を示したもので

ある。リニア経済では天然資源から製品が製造され、製

品の使用が終わると廃棄される。今日の経済はこの形態

で成長してきた。1970年代中ごろに流行った「消費は美

徳」という言葉は、まさにリニア経済の特徴を示すもの

であった。ただその結果として、経済発展と同時に深刻

化する地球温暖化が大きな社会問題となっている。国連

図－ 2　ローカル５Gの導入が期待される産業分野

資料：筆者作成

スマートファクトリ
・産業用ロボット制御
・各種 IoTセンサ制御
・施設内環境制御
・部品・製品等の自動搬送、遠隔操作による物流制御
・作業所内入出管理
・ARグラスなどによる作業の高度化、作業補助・監視

スマートオフィス
・オフィス内各種文書のディジタル化
・オフィス空間内仮想会議空間の充実
・オフィス内のインテリジェンス抽出機能の充実
・オフィス環境制御

建設・工事
・重機類の自動運転、遠隔制御
・ARグラス等による遠隔作業監視・指示

港　湾
・クレーン等の重機類遠隔操作
・貨物等の自動／遠隔操作による物流
・物品の追跡
・ARグラス等による遠隔作業監視・指示

エンターテインメント
・ライブの高精細配信
・人が密になることを避けつつライブ感を実現
・会場での密状態の回避とライブ参加者増加のための実／仮想空間の階層化
・実空間とサイバー空間の間の情報交換の充実による両空間一体化
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ク構成モデルである。廃棄された製品から資源を再生

するための、製造業者と回収・リサイクル業者間での製

造物の情報共有は、両者間での合意から始まる。ここで

は、共有された情報は共有情報サーバに蓄積されている。

　また廃棄物の発生をタイムリーに把握する一つの方法

は、製品を購入したユーザが製造業者に対してユーザ登

録を行い、その情報を製品の廃棄処理にまで拡張するこ

とである。すなわち、製品所有情報がユーザ登録によっ

て実現できるので、それを廃棄時に共有情報サーバに格

納し、廃棄品回収業者はその情報を利用することで効率

的な回収に活用する。これからの製品では、購入した後

にもサービスを付加するためにユーザ登録がなされるの

で、ユーザ登録は今後より多くの製品に付与される機能

と考えられる。また、それを廃棄品回収に活用するとい

うのは合理的手法と期待される。さらに再資源化におい

トワークを利用したモノの流れの可視化と製品の素材情

報の共有化は、その中核を担うものである。

　このような巡回ループとして、①消費者からそのまま

販売店が回収する形での製品の再利用、②製造業者が製

品を回収し、一部または全てを再利用、③リサイクル業

者が回収し、それを再生資源に変換して再度資源として

活用、という3種類がある。この中で現在、実現から最

も遠い位置にあるのが、廃棄製品を回収し、資源再生を

実施する③のループであり、その原因は回収コストが高

いことにある。5G/6Gネットワークを利用したループの

見える化と、同時に製造業者、回収業者、リサイクル業

者間での製品素材情報の共有化、さらに物流の自動運転

化が進めば、回収は低コスト化し、さらに経済の流れを

効率化するための切り札となる。

　図－4はこれらの理念を実現するための情報ネットワー

天然資源

再生資源

エネルギー

廃棄物情報、廃棄物位置情報、回収情報

部　品 製　品 販売店

回収業者リサイクル業者中間・最終処分場

リニア経済

循環経済

②製造業者が
回収・再利用

5G/6G ネットワーク

①販売店が回収・
再利用

③リサイクル業者が回収し
再生資源に変換

図－ 3　リニア経済と循環経済の概要

資料：筆者作成

製造業者

天然資源 部　品 製　品 販売店 消費者 中間・最終処分場

製造業者

製造物情報

製造物情報、資源需要

消費者
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ては、製品の構成要素情報を利用し、廃棄品から資源を

抽出する処理を経て再資源化がなされた後、製品製造業

者において再生資源として活用されることになる。

まとめ

　本稿では、ローカル5Gの機能や産業分野への適用を

説明すると共に、これからの循環経済における5G/6Gネッ

トワークの位置づけについて説明した。また2030年を

目標としているSDGsの達成とは、循環経済を実現する

ことを意味し、その技術基盤が5G/ローカル5G並びに

6G/ローカル6Gであることを説明した。

　リニア経済とは、一つの材料が多様な形で製品に導入

され、市場で利用される流れである。それに対して循環

経済では、市場において様々な分野に製品として拡散さ

れた材料を原材料に戻して再利用する機能をリニア経済

に付加する必要がある。そのためには拡散された製品の

所在を把握し、それを集約して材料に戻すというプロセ

スが必要となる。5G/ローカル5G や6G/ローカル6Gは、

市場に拡散された製品の所在を把握し、効率的に集約す

るところで重要な役割を果たすものであり、それに加え

て製品から素材を抽出する処理が別途重要となる。

＜参考文献＞
経済産業省（2020）『循環経済ビジョン2020』
清水郁雄（2020）「世界における5G動向と6Gに向けた取り組み」
InfoCom T&S World Trend Report 
https://www.icr.co.jp/newsletter/wtr372-2020330-ishimizu.html

総務省（2019）「新世代モバイル通信システムの技術的条件のう
ち地域ニーズや個別ニーズに応じて様々な主体が利用可能な
第5世代移動通信システム（ローカル5G）の技術的条件等（答
申）」

デロイトトーマツグループ（2021）『グリーン・トランスフォーメー
ション戦略』日本経済新聞出版

共有情報サーバ

現実空間 製　品

エネルギー

再資源化

再生資源

廃棄物（製造物）情報

資源再生処理

製造物情報

市場投入

図－ 4　廃棄製品を回収し再資源化するための情報ネットワーク構成モデル

資料：筆者作成

回収・リサイクル業者 製造業者

処　分

ユーザ
管理情報

5G/6G ネットワーク

分　別
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―事業内容を教えてください。

　オンラインでオーダーメードの洋

服を販売しています。女性物をメ

インに、普段着のワンピースからウエ

ディングドレスまで、さまざまなデ

ザインに対応しています。

　注文の流れを説明しましょう。ま

ずは、メールやチャットでつくりた

い服の大まかなイメージを当店に送

ります。例えば、「膝丈でフレアライン

採寸は自分で
のワンピースが欲しい。サイズは 

Mで素材はコットン、柄は無地」と

いった内容です。このとき、出来上

がりのイメージに近い写真やイラス

トがあれば添付します。当店から見

積もりが返信されるので、価格に納

得できたら注文に進みます。例示し

たワンピースだと2万円前後です。

　次は打ち合わせです。襟や袖のデ

ザイン、ボタンやレースなどの装飾、

生地の選定など、細かい部分まで、

行き違いがないように相談します。

打ち合わせにもメールやチャットを

使うので、店を訪れる必要はありま

せん。その代わり、一般的なオーダー

メードでは店員が採寸を行います

が、ご自分でしていただきます。

　詳細が決まったら、代金が確定す

るのでクレジットカードや銀行振り

込みで、先に支払っていただきます。

入金確認後、製作を始めます。

―お客さまが自分で測ったサイズ

で正確につくれるのでしょうか。

　大丈夫です。しっかり測っていた

だけるように、採寸方法を詳しく説

〈企業概要〉 

コロナ禍でわれわれの消費生活は大きく変わった。生産・販売活動の見直しを迫られた企業も多い。
こうしたなか、時間や空間の使い方を工夫して非接触型のビジネスを展開し、時代の一歩先を行く
小さな企業が存在する。本連載では、そうした事例から時間・空間に関する斬新な発想を紹介していく。

時間や空間の常識を覆す小企業 ―ニューノーマルの先端をゆく発想 ―

国境を越えて届ける理想の一着

事業内容 オーダーメード婦人服の販売
所 在 地 #1304, 13F, General Commercial Building, 

156-164 Des Voeux Road, Central, Hong Kong
U R L https://mydesign-fashion.com

代 表 者 矢上 めい
創 業 2013年
資 本 金 300万香港ドル
従業者数 1人

Drexy Company Limited Hong Kong
代表　矢上 めい（やがみ めい）

　香港に本社があるDrexy Company Limited Hong Kongは、オンライン専門のオーダー

メードの婦人服ブランド「M.Y. Design」を運営している。採寸は顧客自身にしてもらい、デ

ザインもメールやチャットなどを使って決めていく。顧客と一度も接触することなく理想

を形にするサービスはどのように成長していったのか。話をうかがった。

日本政策金融公庫 調査月報
Jun 2022 No.165

42



明したイラストをホームページで公

開しています。アッパーバスト、ロー

ウエストなど、聞き慣れない測定

箇所もあるので、体のどこにどのよ

うにメジャーを当てて測定すればよ

いのか18カ所に分けて解説してい

ます。手元にあるお気に入りの服の

測定もお願いし、採寸に大きな間違

いがないか確認しています。経験豊

富なパタンナーが日本人の標準的な

体型データと照らし合わせながら

データを補正して最終的なサイズを決

定するので、出来上がりは正確です。

　とはいえ、当店のようなオンライン

専門店では、寸分たがわぬ採寸は

あまり必要とされていません。サイ

ズがぴったりであること以上に、自

分好みのデザインを追求するお客さ

まが多いからです。今でこそ当店は

どんなデザインにも対応しています

が、創業当初はラップドレスの専門

店でした。定番のつくりが確立して

おりサイズも調整しやすい、失敗の

リスクが低い服だからです。お客さ

まとのやりとりを通し、当店にはどん

な種類の服にも対応できることが

求められているとわかり、デザイン

のレパートリーを増やしました。

―製作はどのように進んでいくの

でしょうか。

　型紙づくりや縫製、発送は中国の

珠海市にある関連会社で行います。

広東省南部の珠海市は、交通アクセ

スが良く、香港の中心部から車で

1時間ほどです。

　この会社は、当店の縫製を専門に

行うためにわたしが出資し2018年

に設立しました。わたしがトップを

務めようと思っていたのですが、現

地で新たな従業員を採用するには、

現地の雇用事情に詳しく、中国語も

堪能な人の方が適任と感じました。

社内外でコミュニケーションが円滑

になるように、トップには日本語も

話せる中国人に就いてもらいました。

当店はわたし一人でデザインや販売

を行い、関連会社はパタンナーや縫

製担当者など約30人が在籍する縫

製工場として役割分担しています。

　お客さまの手元に商品が届くの

は、入金から約4週間後です。万が

一サイズが合わない場合は、無料で

修正しています。調整しやすいよう

に、既製服よりも多く縫いしろをとっ

ているので、ワンサイズ程度であ

れば、お直しで対応可能です。

店舗がなくても大丈夫

―拠点は香港です。日本人がター

ゲットなのはなぜですか。

　オーダーメードを低価格で提供し、

日本人に服をつくる楽しみを身近に

感じてもらいたいと思ったのが、創

業のきっかけだからです。

　わたしはもともと日本で暮らして

いましたが、夫の転勤に帯同して香

港に移住しました。移住して驚いた

のは、香港の人たちは気軽に普段着

をオーダーメードしていたことと、

その価格の安さです。日本人にも受

けそうだなと思いました。

　とはいえ、わざわざ日本人に香港

まで来てもらうのではビジネスにな

りません。交通費を考えると日本で

服をつくるのと変わらない価格にな

るからです。日本にいながら香港並

みの価格でオーダーできるならビジ

ネスになると思いました。

　価格の魅力を最大限生かすにはど

うすればよいかを考えながらテー 

ラー巡りをしていたのですが、ある

とき、香港の人たちは打ち合わせに

かなり時間をかけていることに気が

つきました。そのとき、日本人をター

ゲットにするのであれば、店舗が

なくてもやっていけると思ったので

す。これなら交通費の問題をクリア

できます。家賃もかからないので、

創業しやすいと感じました。

採寸方法を説明したイラスト
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―打ち合わせの長さと店舗の要否

にどんな関係があるのでしょうか。

　日本と香港ではオーダーメードの

打ち合わせにかける時間に差がある

ように感じました。となると、店舗

に求められる役割が変わってくるこ

とになります。香港の人たちは、新

しい服が欲しいと思ったときにオー

ダーメードを考えます。そしてテー

ラーを訪れて店員に相談し、今回は

こうした服にしたらどうかとか、生

地はこれがよいのではないかなど、

提案を受けながら欲しい服の詳細を

詰めていくのです。まったく白紙の

状態から服をつくる場合は、店舗で

フェース・トゥ・フェースのやりと

りをした方がスムーズに進みます。

　一方、日本人の場合、お気に入り

が既製品のなかに見つからないから

つくるというケースが多いです。欲

しい服のイメージがはっきりしてい

るため、店員にじっくり相談したり

提案を受けたりする必要がありま

せん。これなら店舗ではなくオンラ

インでも事足りるわけです。

　そうはいっても、欲しい服のイメー

ジが伝わるのか不安に思うお客さ

まもいらっしゃるでしょう。こうし

た不安は、写真やイラストをオンラ

インで共有すれば解消できます。ま

た、打ち合わせから出来上がりの確

認まで、一貫してわたしが窓口とな

り、意思疎通のことで不安が生じな

いようにしています。こうした工夫

のおかげでしょうか、創業から10年

以上経ちますが、頭に描いていたイ

メージと出来上がりが違うから最初

からつくり直してほしいといわれた

ケースはありません。

―最近はセミオーダーにも力を入

れています。なぜでしょうか。

　洋服のオーダーメードが初めてと

いう方や、オンラインでの注文に不

安を抱く方でもチャレンジしやすく

するためです。フルオーダーよりも

お手軽なセミオーダーを用意するこ

とで、初回の注文のハードルを下げ

ています。1回注文するとサイズや

好みのデザインに関するデータなど

が残るので、次の注文がしやすくな

ります。2回目はフルオーダーでお

しゃれを、という方も少なくありま

せん。

　セミオーダーではデザインのレ 

パートリーを豊富にそろえられるかど

うかがポイントになります。当店で

は、お客さまに喜ばれる商品をいち

早く準備できるように、データを重

視しています。服で自身の感性を表

現するデザイナーは雇っていません。

必ずしも人気を反映した洋服ができ

るとは限らないからです。

　徐々に注文が増え、顧客のデータ

が蓄積されてくると、お客さまが喜

ぶ商品がどういうものなのかがわ

かってきました。そこで、データの分

析に今まで以上に力を入れて、デザ

インの選択肢を徐々に増やしていま

す。オーダーメードの打ち合わせで

話題に上る写真やイラストの分析が

セミオーダーにも生きています。

　データの分析は、わたしと珠海の

会社にいる専門スタッフ2人で行っ

ています。難しい仕事ではあります

が、あくまで受注生産なので在庫リ

スクは発生しません。これからもデー

タに基づくセミオーダー品の開発

を大切にして、流行に沿った商品ラ

インアップにしていきます。まず

はセミオーダーで当店を使ってもら

い、やがてオーダーメードに進ん

でいく流れを楽しんでもらいたい

です。

どこからでも誰でも

―新型コロナウイルス感染症の影

響はありましたか。

　店舗に足を運んで服を買うのが難

しくなったためでしょうか、注文が

セミオーダー商品も豊富に用意

日本政策金融公庫 調査月報
Jun 2022 No.165

44



時間や空間の常識を覆す小企業 ―ニューノーマルの先端をゆく発想 ―

増えており業績は好調です。ただ、

2022年に入ってからは、関連会社の

近所で感染者が発生し、周辺が封鎖

される事態がありました。従業員が

出社できなくなってしまったため、

製作が追いつかなくなってきていま

す。物流も滞りがちで、発送にも影

響が出ています。

　新型コロナウイルス感染症の影響

が収まったとしても、同様のことが

いつまた起こるかわかりません。ま

た、今までは縫製の得意な人材を安

定的に確保できていましたが、製造

業は中国の若い世代に敬遠されがち

なこともあり、年々採用が難しくなっ

ています。人件費も上昇傾向です。

価格と品質のバランスを維持し続け

るためにも、工場の立地を見直す必

要があるのかなと感じています。具

体的には、ベトナムやインドネシア

などへの進出を検討しているところ

です。

―今後も店舗を構えるつもりはな

いのでしょうか。

　ありません。当店の強みはどこか

らでも気軽に洋服をオーダーメード

できることです。このためには何と

いっても、オンラインが欠かせま

せん。店舗に足を運ぶためにかかるコ

ストは抑え、自分好みの洋服にお金

をかけるのは魅力的だと思いません

か。売る側からしても、オンライン

なら店舗という空間の制約に縛られ

ずに済みます。

　宣伝のために期間限定のポップ

アップ店舗を構えることは検討してい

ます。リアルとバーチャルの長所を

うまく使い分けることで、服をオー

ダーメードしたことがない方たちに

も、広く当店のサービスを知ってい

ただく機会をつくりたいと思ってい

ます。

―日本以外の国や地域でも需要は多

そうです。

　早ければ2022年の夏に、米国や

シンガポールへ販路を拡大する予定で

す。英語版のホームページをつくり、

準備を進めています。どちらの国に

も滞在経験があるのですが、ファッ

ションに明確な主張をもつ人が多い

印象を抱いています。日本市場のよ

うに、服の好みや流行、国民性など

をまだ十分に分析できていないので、

まずは商品の種類を絞って始めてい

こうと思っています。

　また、男性物の注文も増やしてい

きたいと考えています。現在は女性

物をメインにしているため、男性向

けのサービスもあることはホーム

ページで積極的にアピールしていま

せん。セミオーダーの展開もないので

すが、それでもお客さまの1割は男

性です。男性物についてもデータの

収集を進め、オーダーメードの幅を

増やしていきたいです。

　世界中どこからでも、男女の区別

なく誰にでも、オーダーメードを気

軽に楽しんでもらえるように、事業

を拡大していきます。

取材メモ
　矢上さんは趣味として洋裁をしていたが、深く勉強したことはなかった。ア

パレルショップで働いた経験も、服のオーダーメードにかかわる仕事をした経

験もない。香港に移住する前は大手IT企業で働き、移住後は日系の銀行に転職

した。実は、今のビジネスは副業として始めたのだという。

　経験がない分、矢上さんはデータの分析に力を入れた。日本人の服の好み、

流行のデザイン、体型と服のサイズ感などさまざまな情報を調べ、徹底的に分

析した。豊富なデータをもとに顧客の要望に合うデザインをパーツごとに提示

しながら詳細を詰め、日本人の標準体型と比較しながら採寸データを補正する

ことで、対面と遜色ないクオリティーのオーダーメード服を顧客に届けている。

　メールやチャットといった誰でも使える既存のオンラインツールと、徹底し

た分析で時間や空間の常識を覆すビジネスを成功させた事例である。

 （尾形 苑子）
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　京都に初夏の訪れを告げるのが、

貴船神社の例祭、貴船祭です。例祭

では、本宮で舞楽が奉納され、氏子

の青年たちが神
み

輿
こし

を担いで町内を巡

ります。その後、貴船川上流の摂社

を経て山上の奥宮へと巡行します。

奥宮では、子どもたちが「おせんどん

どん」というかけ声とともに境内

の船
ふな

形
がた

石
いし

のまわりを巡り、忌み串を

その石の窪
くぼ

みに置いて健やかな成長

を願います。社伝によれば、玉
た ま

依
よ り

姫
ひめの

命
みこと

が黄
き

船
ふね

に乗って賀茂川をさかの

ぼり、上流の貴船川沿いで霊泉の湧

き出る奥宮の地に祠
ほこら

を建立したそ

うです。船形石はその船の形をした

石だと言い伝えられています。

貴船祭はもともと4月1日と11

月1日に開催されていた御
ご

更
こう

祭
さい

と呼

ばれる衣替えにちなむ祭りでした。

それが明治4年（1871年）に例祭と

して6月1日に統一されました。更

衣の祭りも完全になくなったのでは

なく、今も神社では季節の変わり目

に神様に更衣をしていただくという

意味で、春季と秋季の更衣祭の神事

が伝えられています。本社と奥宮の

本殿に供えられる桐
きり

箱
ばこ

の中の神衣は、

春は絹から麻へ、秋は麻から衣へと

取り替えられています。

　貴船神社にはたくさんの祭りが伝

えられていますが、貴船神社らしい

といえば、旧暦2月9日の雨
あま

乞
ごい

祭
さい

で

す。現在では新暦で月遅れの3月9

日になっています。宮中で古くから

五
ご

穀
こ く

豊
ほ う

穣
じょう

を祈る2月の祈年祭の時

季に合わせたもので、水田の稲作に

なくてはならない恵み深い水の安定

した供給を祈願した祭りでした。祭

りでは本宮で祝詞奏上の後、御神水

が榊
さかき

の枝葉で天に向かってまかれ

ます。神職たちは太鼓や鈴を鳴らし

ながら、「雨たもれ 雨たもれ 雲に掛

かれ 鳴る神じゃ」と唱和します。

　日本各地の神社の立地についてみ

ると、ほとんどが水の恵みに関係す

る場所に祭られていることがわかり

ます。貴船神社はその典型で、下流

域の山城国の平野に五穀豊穣をもた

らしてきた貴船川の水源に祭られて

いた神社でした。

　平城京の時代まで朝廷では、大和

国の吉野にある水
み

分
くまり

の神、つまり分

水嶺の神の丹
に

生
う

川
かわ

上
かみ

神社に、日照り

には雨乞いを、長雨には雨が止むこ

とを、白馬や黒毛馬を神に捧
ささ

げて

祈っていたという記録が残っています。

それが平安京遷都の後には、丹生川

上神社とともに、新たに山城の賀茂

川上流の貴船神社にも朝廷から神馬

が奉納されるようになりました。宝

徳2年（1450年）までは神馬を捧げ

る祈雨の儀礼が断続的に開催されて

いたことが記録に残っています。

　この古い由緒から、貴船神社は絵

馬の起源の神社といわれています。

また2003年3月、京都で開かれた

「世界水フォーラム」の成功を祈願

するため、貴船神社で白馬・黒毛馬

を引いて拝殿を巡る「御
おん

馬
うま

牽
けん

廻
かい

之
の

儀
ぎ

」

が開催されたことも関係しています。

　神社というのは祭礼の日以外は、

静寂の中にありますが、長い歴史を

伝えながらひそかに呼吸をしている

ようなふしぎな場所なのです。

第 48 回

新
しん
谷
たに
 尚
たか
紀
のり

　1948年広島
県生まれ。社会
学博士。国立歴
史民俗博物館 
名誉教授、国立
総合研究大学院大学名誉教授。NHK「チ
コちゃんに叱られる！」や日本テレビ「世
界一受けたい授業」などのテレビ番組に
出演。著書に『和のしきたり　日本の暦
と年中行事』（日本文芸社、2007年）な
どがある。

6月1日の貴
き

船
ふ ね

祭
まつり
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　誰しも自分について、明るい、のん

きなど何かしらのセルフイメージを

もっているだろう。それらは自身を

正確にとらえているのだろうか。

　本書は、社会心理学を研究する著

者が、他者や自分、集団の印象形成に

ついて解説したものだ。実験結果を

紹介しつつ、身近な出来事を例に説

明しているのでわかりやすい。

　著者は、自分自身の印象形成の際

には、「自己確証動機」「自己査定動

機」「自己改善動機」「自己高揚動機」

の四つの思考のくせが働くという。

　自己確証動機とは、既存の自己概

念と新しい情報との一貫性を維持

したいという動機だ。例えば、自分

を真面目だと思う学生は、勉強に

手を抜かないといった真面目な側

面を自分の印象として強く残そうと

する。

　自己査定動機と自己改善動機は、

自分を正確に評価したい、改善した

いという動機だ。受験生は志望校に

入るために、自身の学力を正確に知

りたいと思うし、不足していれば高

めようと努力する。

　自己高揚動機とは、自分を肯定的

にみたいという動機だ。現状、成績が

芳しくない学生でも「きちんと勉強

すれば、成績は伸びるのだけど」と自

己評価を高く維持しようとするケー

スは多いのではないだろうか。

　こうした四つの動機が相互に関連

しながらセルフイメージはつくら

れるが、動機の働きやすさは人や

状況によって異なるという。

例えば、自尊心の低い人は自己確

証動機が強く働き、自分の悪いと

ころばかりみるので、自己評価が低

いままになる。自己高揚動機が強く

自信がある人も、仕事を引き受ける

ときは、自身の能力を超えるなら周

囲のサポートが必要なので、自分を

正確に評価しようと自己査定動機が

強く働くという。

　本書は、このような思考のくせを

豊富に紹介している。誰もが経験し

たことがありそうだが、なかには自

分は影響を受けていないと思う人が

いるかもしれない。しかし、そう思う

ことがすでに影響を受けているとい

う。「自分よりも他者の方が思考のく

せの影響を受けやすいと判断しがち」

という思考のくせがあるからだ。

　冒頭の問いに対して、著者は印象

が正しいか自問することは無意味だ

と指摘する。何を正しいとするか、基

準は人それぞれだからだ。大切なの

はなぜそのような印象をもったのか

振り返り、その過程で思考のくせを

みつけたら、その印象がそれでよい

か考えることだ。

　季節柄、新たな出会いも多いだろ

う。セルフイメージに偏りがないか、

自身を見つめ直す機会を設けてみて

もよいかもしれない。 （篠崎 和也）

日本実業出版社／定価1,760円

「印象」の心理学

田中 知恵（たなか ともえ）［著］
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クローズアップ　識者に学ぶ

データに強くなる
立教大学大学院ビジネスデザイン研究科 助教　平井 直樹

最新　日本公庫総研 研究リポート

移住創業者と地域住民で広げる地域の可能性
－双方へのアンケート調査結果から方策を探る－
総合研究所 主席研究員　桑本 香梨

　近所の商店街で居酒屋が開業していました。コロナ禍で
飲食店を始めるのはリスクが大きいと思われるかもしれま
せん。しかし、リスクとは「将来、悪いことが起こる可能
性」のことをいいます。すでに生じているコロナ禍は、実
はリスクではなく、経営環境の一つです。対応策を十分に
検討したうえで、しっかりと準備をしておけば、事業を成
功させることはできるはずです。
　開業した居酒屋の前を午後6時すぎに通りかかると、す
でにお客が何組も入っていました。長引くコロナ禍で世の
中には閉塞感が漂っています。新規開業企業が生み出す新
鮮な空気感を多くの人が待ち望んでいるのではないでしょ
うか。 （井上）

＊ 一部、経済産業省資源エネルギー庁『2050年カーボンニュート
ラルの実現に向けた需要側の取組』、環境省『中小規模事業者の
ための脱炭素経営ハンドブック-温室効果ガス削減目標を達成
するために-』をもとに記述しています。

　2015年に地球温暖化対策の国際的な枠組み「パリ協
定」が採択され、産業革命以前に比べて平均気温上昇を
1.5度に抑える努力目標が掲げられました。目標を達成す
るには、今世紀後半までにカーボンニュートラル（CN）
を実現する必要があるとされています。
　CNとは、二酸化炭素をはじめとする温室効果ガスの
排出を全体としてゼロにすることです。全体としてゼロ
とは、排出量そのものではなく、排出量から吸収量と除
去量を差し引いてゼロにすることを意味しています。日
本政府は2020年10月に、2050年までにCNの実現を目
指すと表明しました。世界でも125か国1地域（2021年
4月時点）で宣言しています。
　排出量の削減のために、太陽光や風力、水力といった
再生可能エネルギーを活用した発電や、電力の使用量を
減らす省エネルギー対策が進められています。吸収量を
増やす方法もありますが、主に森林の光合成によるた
め、植林など地道な活動が必要で大幅に増やすのは難し
いです。そこで、除去量を増加させる方法として、二酸
化炭素回収・貯留技術が注目されています。これは発電
所や化学工場などから排出された二酸化炭素を、ほかの
気体から分離して集め、地中深くに貯留する技術です。
　技術開発は進んでいますが、CNの実現には家庭や企

業での脱炭素に向けた取り組みが欠かせません。環境に
配慮した商品を優先して選ぶ消費者や、サプライチェーン
全体で排出量の削減を進める企業も出てきています。
中小企業も脱炭素経営を避けては通れないでしょう。
　脱炭素の取り組みは、エネルギー効率の良い設備を導
入する大がかりなものから、照明のLED化や空調管理な
どすぐ取り組めるものまで幅広くあります。できること
から少しずつ始めることが大切です。従業員から省エネ
のアイデアを募ってもよいでしょう。削減できた費用を
示せば、コスト意識も高められます。自社でどんな取り
組みができるのか考えてみてはいかがでしょう。

カーボンニュートラル

排　出
温室効果ガスの内訳

吸収・除去
吸　収
0.4

2020 年度 2050 年

カーボンニュートラルの実現
＝

差し引きゼロ
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